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よりスマートな新しい 
働き方を可能にする 
手段としての5G
不動産と建設への影響
2020年は日常の中で数多くの大きな変化が起きる激動の年となった。既に定着している社会的構造
および行動に対する公共の監視が強まるなか、もう一つの大きな影響力を持つインフラの変化が静か
に起こっていることが忘れられがちとなっている。デジタル・ディスラプションの次の波が押し寄せてお
り、5Gの展開がその原動力となっていることだ。5Gがあらゆるデバイス、建物、都市を束ねる「接
着剤」となり、私たちみんなにとってのよりスマートな新しい働き方を可能にするだろう。

通信の速度、遅延時間、信頼性、 
容量への要求
この数年、4G（2010年前後に導入された当
時は革新的だった）は社会に十分に貢献して
きた。だが、正確で高速なデータへの要求は
飛躍的に高まっており、通信の速度、遅延時
間、信頼性、容量に関連した4G固有の限界
がいっそう明らかになっている。5Gモバイル・
インターネットは4Gからの大きな飛躍であり、
そのすべての潜在能力が引き出された場合、
4Gが直面していた限界だけでなく、私たちが
生活し、働き、旅行し、遊ぶ方法を変えること
になる。

5Gは4Gよりもはるかに高い無線周波数帯
で動作する。そのため5Gは基地局の大幅な
アップグレードと追加を必要とする。周波数が
高ければ高いほど基地局の間隔を縮めなくて
はならないため、全国の建物、街灯柱、その
他の構造物に「スモールセル・サイト」（小出
力の基地局）を追加する必要がある。ネット
ワークプロバイダーは高速な5Gインフラを
ほぼ順調なペースで構築しているが、これま
でのところ5Gで最初に展開される商業的応
用の中心はモバイルブロードバンドとなって
いる。

応用はさらに増える
最初の5Gネットワークは2019年に立ち上
げられ、主に既存の4G基地局から展開され
た。それ以来、さまざまな大手ネットワーク会
社が限定的な数の都市や街で5Gモバイル
ネットワークサービスを開始したが、今後はそ
の他の応用が増えるはずだ。すなわち5Gは、
モノのインターネット（IoT）、人工知能（AI）、
拡張現実と仮想現実（ARとVR）、デジタルツ
イン（サイバー空間上に物理世界のすべての
情報を再現したもの）といった革新的テクノ
ロジーのビジネスケースを確固たるものにす
る可能性がある。これらの応用はいずれもさ
まざま々なセクターのデジタル化に大きな影
響を与える可能性があり、その潜在力には
「バーチャル」で考えると限界がない。

驚くには当たらないが、5Gの展開は、特定の
5G設備に関する貿易および技術上の紛争の
影響だけでなく、新型コロナウイルスの流行
による影響も受けている。例えば、消費者需
要の減少（原因は自宅での仕事によるWi-Fi
使用量の増加）、5Gの展開と新型コロナウイ
ルス感染症の拡散を関連付ける申し立て、
5Gのメリットに関する理解の不足といった理
由である。

不動産および建設セクターへの影響
多くの業界が4Gのサービスを使ってデジタル
トランスフォーメーションを大きく前進させて
きた。では、5Gのメリットとは何だろうか。不
動産業界が他の業界に大きく遅れをとってい
る業界内部のデジタルトランスフォーメーショ
ンを加速するために、この新しいテクノロジー
をどのように活用すればよいのだろうか。以
下、こうした重要な質問に対する答えをさら
に詳しく見ていこう。

ネットワーク速度向上
標準的な4Gネットワークの通信速度は最大
で80Mbps前後だが、5Gネットワークのピー
ク速度は10～20Gbps（ギガビット／秒）1 

に達する可能性がある。ネットワーク速度の
向上は、帯域幅の拡大と組み合わさることで、
建設プロセスを大幅に合理化する可能性があ
る。例えばVRをリモートで使用すると、機動
的な環境の下でプロジェクトチームにアイデ
アを伝えるのに役立つかもしれない。さらに
5Gは、建設現場以外で製造するオフサイト・
マニュファクチャリングの使用機会を増やし、
AIによって品質管理プロセスとリスク・エス
カレーション・プロセスを最適化する道を開き、
3Dプリンティングを使用して標準的な建築部

1 House of Commons Library, 5G Briefing Paper 2019、2019年9月6日、第4ページ
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材を作成する機会を増やす。情報の保存、進
捗状況の追跡、および自動プロジェクト管理
を改善するかもしれない。また、サプライ
チェーンのロジスティクスを追跡することで
「ジャストインタイム」の達成を支え、悪影響
を最小限に抑える可能性もある。

建設業界にとって最も顕著なメリットは、5G
によってビルディング・インフォメーション・
モデリング（BIM：コンピューター上に現実
と同じ建物の立体モデルを再現する手法）を
次の段階に引き上げることが可能になること
だろう。これにより完全に統合された6次元
モデルの実現可能性が高まり、クラウドベー
スの「デジタルツイン」の作成が可能となる。
その結果、コンセプト設計から解体までの建
物のライフサイクル全体を通じてより効率的
な引き渡し、統合、意思決定の改善が促され
る。さらに、こうしたモデルを作成することで、
顧客は引き渡しプロセスの早い段階で自分た
ちのプロジェクトを「見て感じる」ことが可能
となる。

遅延時間の短縮
5Gは遅延時間 2を千分の1秒のレベルに短
縮する3と期待されている。すなわち、5Gの
応答時間は一瞬と感じられほど短い4。不動
産への IoTの導入は急速に進んでおり、セン
サーを内外に備えた新しい建物が増えている。
5Gは、建物の使用状況を示すリアルタイムの
データとインフラへの瞬時の接続を可能にし、
正確なテナント入居状況を示すデータと資産
の最適化された保守体制のための余地をも
たらす。将来的には、家主がプライベートな
5Gスプライシング（デバイスレベルで自分が
使用した分だけ負担する）を利用してテナン
トにカスタマイズされたサービスを提供するこ
とで収益性を高める可能性がある。建物資産
がWi-Fiの代わりに無線接続を装備する可能
性もあり、それによって中核的な建物管理シ
ステム（火災、セキュリティ、照明、暖房・換気・
空調、エネルギーや電気・ガス・水道など）
の導入における複雑さが根本的に緩和される
かもしれない。

また、デバイス間の応答時間が短縮されるこ
とで、自動運転車とそれに関連する輸送イン
フラの使用可能な範囲が広がるだろう。在宅
勤務者が増えるにつれ、5G接続が近い将来
Wi-Fi需要に取って代わる可能性がある。5G
テクノロジー・インフラの評価は、価値と市

場性を高めるための将来の開発成果を評価
する過程の中で検討されなければならない。

大容量
帯域幅が拡大してデータ容量が増えると、接
続の競合が減り、1平方キロメートル当たり
最大100万台のデバイスに対応することが可
能となる。5Gをビッグデータ・アプリケーショ
ンおよびクラウドストレージ機能と組み合わ
せることで、スペース使用、電力、およびエネ
ルギー消費に関するデータを増やすことがで
きるだろう。待ち望まれている小売革命は、体
験型小売環境を構築するためのVRとARか
ら始まり、買い物客の体験をパーソナライズす
るための店舗内分析によってさらに発展する
だろう。再開するオフィスと小売店が増えるな
か、ビッグデータの応用がソーシャル・ディス
タンシングを強化するための継続的な取り組
みを支える可能性もある。

やがて、不動産資産によって生成されたデー
タを収集して解釈することが、大半の不動産
利害関係者の防御戦略となるだろう。こうし
た戦略は、競争相手に対する優位性を維持す
るために役立つ。また、政府は5Gテクノロ
ジーの使用を奨励するためにより多くの規制
要件を課している。これにより生産性と効率
性が高まり、持続可能性のパフォーマンスが
改善するだろう。

課題
5Gとそれが可能にするさまざまなテクノロ
ジーを最適化するに当たって直面する課題を
ビジネスケースに織り込むことが重要だ。そう
した課題には以下のものが含まれるが、これ
らに限定されない。

 • より短い周波数帯では、500フィートの狭い
間隔でアンテナを配置するスモールセル・
サイトのテクノロジーが必要となる

 • 高周波の5G信号は、障害物（建築資材を
含む）によって阻止または妨害されるリスク
がより高い

 • 多くのデバイスが（バッテリー技術の改善な
ど）5G対応可能となる必要がある

 • EU一般データ保護規則（GDPR）およびプ
ライバシー法が5Gの最適化を制限する可
能性がある

職場のトランスフォーメーションを 
可能にする手段としての5G
従来の働き方が変化し続けるなか、5Gが職
場のトランスフォーメーションをいっそう確実
なものにする可能性がある。オフィスが5Gに
よって完全に統合されることにより、家主はさ
まざまな種類の賃貸モデルを通じて収益機会
を増やすことも可能になる。5Gネットワーク
が拡大するにつれて、特定のデジタル能力を
備えたデスクや会議室の予約など、柔軟なオ
フィス運営者のビジネスモデルがより一般化
するかもしれない。

主な所見
2020年に発生した新型コロナウイルス感染
症により、5Gテクノロジー革命は当初の計画
よりも遅れている可能性がある。だがそれに
より、デジタルトランスフォーメーションを支え
る接続性の改善、ネットワーク速度の向上、
遅延時間の短縮、帯域幅容量の拡大に対す
る必要性がいっそう浮き彫りにされている。
5Gの導入には課題があり、5Gを超える更な
る高速通信が登場することも間違いないが、
その経済的および社会的利益はコストを上回
るだろう。不動産セクターには、5G導入によ
る最大のメリットのいくつかを享受するための
「帯域幅」がある。

著者
Scott Dudley
Director | Financial Advisory | UK
sdudley@deloitte.co.uk

Peter Adeleye
Consultant | Financial Advisory | UK
peteradeleye@deloitte.co.uk

問い合わせ先
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2 遅延時間とはデバイスが無線ネットワーク経由で相互に反応するために要する時間である。
3 4Gでは30ミリ秒前後である。
4 Ofcom, What is 5G、2018年3月9日［2020年11月28日にアクセス］。
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予想される結果の一つは、パンデミック後の
世界で成功する能力が短期的には職場復帰
に関する従業員の懸念によって阻害されると
いうことだ。このことは、デロイト金融サービ
スセンターのGlobal Outlook Survey 2020
（グローバル・アウトルック調査2020年版）
の回答者の50％以上が認めている。

伝統的スキルか、先進技術スキルか？
経理、建物メンテナンス、顧客サービスなど
の重要なビジネス領域では、伝統的な職務と
スキルに支配された人手依存型のビジネスモ
デルにおける課題がパンデミックによって浮
き彫りにされた。パンデミックが起こる前、一
部のCRE企業は特定のテクノロジーの導入
とテクノロジーに精通した人材の採用の両面
でほかの業界に遅れをとり続けていた。私た
ちはそのことを裏付けようと2014～2019
年に米国のスキル需要を分析したところ、従
来のスキルに対する需要がより高いレベルで
持続していることが判明した。対照的に、デー
タ分析、ソフトウェア開発、クラウドコンピュー
ティングなどの高度な技術的スキルへの需要
の伸びは弱いままだった（図1）。さらに、
500を超える役職の求人情報を分析したとこ
ろ、建設および一般管理職のすべての求人で
伝統的なスキルが「必須」と強調されていた
ことが判明した。求人の10％以上が高度な
技術的スキルを必要としていたのは、リスク

管理、マーケティング、およびCRM関連の求
人のみだった。

伝統的なスキルへの集中はさまざまなCRE
サブセクターにも広がっていた。例えばREIT
では求人の60％以上が伝統的な販売および
マーケティングスキルを求め、証券ブローカー
の求人情報の50％以上が財務と会計のスキ
ルを求めていた。その半面、REITと証券ブ
ローカーの求人情報のうち高度なデータ分析
スキルを求めていたのはそれぞれ1％、3％に
すぎなかった。

人材戦略の刷新は 
ますます不可欠となっている
CRE企業にとって、ビジネスプロセスをデジタ
ル化し、人材戦略を刷新して、ほかの業界に
これ以上遅れをとらないようにすることがま
すます重要になっている。注目すべきこととし
て、自社がビジネスプロセス、職務、スキル要
件の再定義においてテクノロジーとツールを
使用する取り組みを加速させているとの見方
に賛成または強く賛成するとした回答者が
41％に上ることだ（図2）。地域別にみると、
欧州の回答者（47％）はアジア太平洋と北米
の回答者（それぞれ44％、32％）と比べてそ
うした取り組みを加速させている可能性が高
い。一方、組織が将来のテクノロジーとスキ
ルのニーズに移行するために人材・採用戦略

を刷新していると回答した人の割合は36％
にとどまった。

CRE企業は将来の仕事とスキルのマトリック
スを描き、適切なスキルを備えた人材を採用
しやすくするため、以下の行動を検討すべきで
ある。

1. 役割とスキルの再定義
2. 採用アプローチの近代化
3. 代替的な人材市場の創出
4. 人材分析の強化

役割とスキルの再定義
私たちは将来の仕事と職務内容を説明するた
め、賃貸契約管理者、CRE評価アドバイザー、
会計専門職という3つの役職が仕事の近代化
によってどのように変化するのかを予想した
（図3）。それぞれの役職の業務内容を構成す
る3つの主要な要素（特定の業務の自動化、
分析および洞察の導出への注力、テナント・
顧客のエンゲージメントの強化）を分析する
と、将来のニーズを満たすためにはCREにお
ける役割をどのように進化させる必要がある
のかが明らかになる。これらの役割に従事す
る労働者はおそらく、分析を行い、テナント・
エンゲージメントを強化するために専門知識
を活用しながら、テクノロジーを使用すること
により多くの時間をかけることになる。例えば

企業不動産の 
人材という難問に挑む
パンデミック後の 
世界の人材戦略
新型コロナウイルスのパンデミックは、企業不動産（CRE）ビジネスの中核である人と人とのつなが
りを断っている。あらゆる産業のリーダーは、今や仮想化された環境の中で従業員を移動させたり関
与させたりしながら業務のさまざまな側面をデジタル化するよう迫られている。企業は、健康と安全を
優先しつつ、従業員が自宅から効率的に働くことを可能にするインフラの提供を余儀なくされている。
今後を見渡すと、このことは未来の仕事について何を伝えているのだろうか。私たちはどうすれば不
動産における人材戦略の課題に備えられるのだろうか。
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図1. CRE企業は依然として伝統的スキルを必要としている
伝統的スキルと先進技術スキルを必要とする求人の割合

出所：LinkUp米国不動産企業の雇用データ、デロイト金融サービスセンター
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「スキル間の需要のギャップ」が広がっている

図2. CRE企業にとっての人材再定義の緊急度
私の会社はビジネスプロセス、職務、スキル要件を再定義してテクノロジーとツールの使用を取り込んでいる
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注記：丸め誤差のため回答率の合計が100％とならない場合がある。
出所：デロイト金融サービスセンター「Global Outlook Survey 2020」
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賃貸契約管理者がさまざまな賃貸契約最適
化戦略の策定を支援する予測分析を活用す
れば、テナント・顧客のエンゲージメントの
強化に集中するための時間を増やすことがで
きる。また、請求書の作成などのほかの職務
を自動化すれば、さらに多くの時間が解放さ
れる。

責任の所在が変わるにつれて、それぞれの役
割に必要なスキルと資格も進化すると予想さ
れる。少なくともそれぞれの役割には、ビッグ
データや不動産分析に関する学士号または認
定資格など、テクノロジーや分析に関するコー
スの履修が必要になるだろう。従業員は、批
判的思考、問題解決、コミュニケーション、プ
レゼンテーション、人間関係の構築などのソフ
トスキルの面で秀でていることも求められる
だろう。

採用アプローチの近代化
CRE企業は、適切なスキルを持つ人材を引き
付けるため、採用プロセスの中でさまざまな
テクノロジーを活用することが可能だ。人材
採用チームのリーダーは募集する職種を周知
するため、デジタルコンテンツを作成し、さま
ざまなソーシャルメディアチャネルと求人プ
ラットフォームを活用できる。例えばインテュ
イットは、候補者に自社社屋で想定される仕
事をリアルタイムで体験する機会を提供し、
組織の文化と精神および日常業務におけるテ
クノロジーの使用に関する理解を深めてもら
うため、仮想現実テクノロジーを活用してい
る1。こうした取り組みの目的は、会社だけで
なくそのブランドに対する候補者の理解を促
すことだと考えられる。

求人情報に関して言うと、CRE組織はより短
い説明を使用するとともに、候補者が簡単に
応募できるよう、応募プロセスをよりモバイル
フレンドリーなものにすべきだ。最終候補者
の場合、候補者がリアルタイムで面接枠を見
つけられるようにするため、企業は面接官の
予定と同期化を図る自動面接スケジューリン
グのソリューションを使用できる2。

代替的な人材市場の創出
CRE組織は以上のような新しいスキルセット
にアクセスし、労働者の機動力を高めるため、
さまざまなチャネルを通じて採用活動を行う
ことを検討すべきだ。つまり、伝統的なアプ
ローチのみに依存すべきでない。例えば、請
負業者、フリーランス、ギグワーカーなどから
構成される代替的労働力が急速に拡大してお
り、先進的なテクノロジー・スキルを備えた
人材へのより幅広いアクセスをCRE組織に提
供する可能性がある。例を挙げると、米国の
自営労働者の数は2020年の時点で4,200
万人だった 3。そのため、CRE企業は人材市
場を発展させて代替的労働力も含まれるよう
にすることを検討すべきだ。さらに、既存の従
業員にジョブ・ローテーション・プログラム
やボランティア業務またはストレッチド・アサ
インメント（能力を最大限発揮させる職務）を
提供すべきだ。

社内の人材市場の場合、企業は業務プロセス
を検討し、ある部門の従業員が別の部門で働
くことができる交差領域でどのような仕事が
あるのかを確認する必要があろう。また、既
存のトレーニング・カリキュラムの刷新、役割
に期待される能力とスキルの再定義、効果的
な能力測定基準の策定など、既存従業員のス
キルアップまたは再教育を余儀なくされるか
もしれない。

CRE組織は、知識の社内共有やメンタリング
プログラムの開発を検討することも可能だ。
それにより経験豊富な専門家が若い従業員に
リーダーシップと人間関係の構築に関連する
重要な知識やソフトスキルを教えることができ
る。一方、若い従業員は、年配の従業員がデ
ジタルツールの使い方を習熟したり、デジタ
ル化がビジネスに及ぼす影響を理解するのを
助けたりするため、年配の従業員との非公式
な学習の場を提供することができる。

人材分析の強化
人材選びがデータと分析によって裏付けられ
ている場合、CREリーダーが適切な人材を正
しく選ぶ可能性が高まる。労働力分析プログ
ラムもCRE組織が適切な人材を引き付けて

維持するのに役立つ。例えばデータ分析を使
用すると、履歴書の収集およびスクリーニン
グが効率化され、選択バイアスを回避しなが
ら要件に合致した候補者を選ぶことができる。
また、データマイニングとパターン認識は、人
材採用リームのリーダーがスキル、経験、経
歴を仕事の要件と照合してから適切な最終候
補者を選ぶのに役立つ4。最終候補者が面接
プロセスを通過するにしたがい、候補者の回
答と行動に基づく、構造化されたデータと構
造化されていないデータがより多く生成され
る。CRE組織は次にこうしたデータを組み合
わせ、さらに、候補者の採用と成功に関する
過去のデータを活用する機械学習モデルを使
用して候補者が募集職種で成功するかどうか
を予測することにより、候補者を選ぶことがで
きる5。デジタル人事システムは基本的には企
業がデータの収集と管理を効率化するのに役
立ち、ひいてはリーダーがより多くの情報に基
づいて人材選択を行うよう支援する予測分析
を可能にする。

人材のギャップに挑む
CRE業界には、素早く変化し、迅速に適応す
ることがかつてなく求められている。企業が
競合他社に先んじているのか、時間とともに
変化するビジネス環境に追いつくのかを左右
する重要な要素が、適切なスキルを備えた人
材である。CREリーダーは人材戦略の再構
築に取り組むべきだ。すなわち、従業員の働
き方を見直して変化に適応させ、意思決定に
テクノロジーを組み込み、未来の働き方に備
えるのに役立つスキル、人材採用プロセス、
および業務慣行を再定義することを検討すべ
きだ。

著者
Surabhi Kejriwal
Real Estate Research Leader | US
sukejriwal@deloitte.com

問い合わせ先
鈴木 啓太
不動産インダストリー（日本）マネジャー
keitsuzuki@tohmatsu.co.jp

1  Mohammed Faraz KhanとRicha Kejriwal、�Digital Workspaces – A Talent Management Strategy�（デジタル・ワークスペース － 人材管理戦略）、
Zinnov、2019年5月31日。

2  Ruma Batheja、�Recruitment technology tools that every recruiter must know�（すべての採用担当者が知らなくてはならない採用テクノロジー・ツー
ル）、People Matters、2019年5月23日。

3  Erica Volini、Jeff Schwartz、およびBrad Denny、�2020 Human Capital Trends Ethics and the future of work: From �could we� to �how 
should we��（2020年版人的資本トレンド － 倫理と未来の働き方：「できるのだろうか」から「どうやって達成するべきか」へ）、Deloitte Insights、2020年5
月15日。

4  �Talent acquisition analytics Driving smarter sourcing and hiring decisions with data�（人材獲得分析：データを活用したより賢いソーシングと採
用決定）、デロイト、2018年。

5 同上。
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図3. CREにおける役割の発展

役割の主な構成要素 特定の業務の自動化 分析および洞察の導出への注力 テナント・顧客の 
エンゲージメントの強化

賃貸契約管理者

現
在
の
業
務

 
（

20
20
年
） •	 物理的な書面での賃貸契約と請求書を

準備して維持する
•	 賃貸契約データを手作業で入力および
抽出し、異なるシステム上で管理する

•	 予測分析を行い、最適な賃貸契約が 
締結される契約機会を割り出す

•	 センサーのデータから洞察を導出し、
建物の管理を改善する

•	 営業チームと協力して物件を宣伝し、
法務チームと協力して賃貸契約書を 
精査する

•	 テナントとの単一の窓口となり、 
エンゲージメントとサービスを強化する

将
来
の
業
務

 
（

20
23
年
）

•	 デジタルの賃貸契約書を作成し維持 
する

•	 クラウドベースのソフトウェアを使用 
して、統合されたデジタル賃貸契約 
データを管理する

•	 自動化された請求システムおよび賃貸
契約データの抽出を管理する

•	 賃貸契約情報およびスプレッドシートで
の分析を解釈して共有する

•	 賃貸契約情報および市場情報を社内の
各部署と共有する

•	 テナントによる賃貸料支払いを 
フォローする

CRE 
評価アドバイザー

現
在
の
業
務

 
（

20
20
年
）

•	 物理的な施設検査を実施し、詳細を 
手作業で文書化する

•	 紙またはスプレッドシートで評価 
レポートを作成する

•	 人口統計、比較可能な不動産物件 
などのバックアップデータをレポートに
入れる

•	 伝統的な変数に関するデータを社内 
またはサードパーティのデータベース 
から収集する

•	 類似物件の賃貸料や市場価値を 
調べるなど、競合分析を行う

•	 合意されたタイムラインに従って 
顧客に評価レポートを提供する

•	 顧客との定期的なコミュニケーション
を管理し、顧客からの問い合わせを 
解決する

将
来
の
業
務

 
（

20
23
年
）

•	 地理空間プラットフォームを使用して
バーチャル環境で検査し、モバイル 
アプリを使用して物件を案内し、 
データを一元的に保存する

•	 評価レポートの生成を自動化し、 
バックグラウンドデータを自動入力する

•	 より信頼性の高い評価をリアルタイム
で提供する

•	 資産および市場に関するセンサー 
データおよびその他の代替形式の 
データを組み合わせて分析するAl支援
評価モデルを活用する

•	 評価予測に基づく資産戦略について 
顧客に助言を与える

•	 リスクモデリングを実行し、不動産に 
関連するより広範なリスクについて 
顧客に助言を与える

会計専門職

現
在
の
業
務

 
（

20
20
年
）

•	 実際の請求書と小切手を集めて仕分け
する

•	 日々の帳簿をシステムに入力する
•	 口座の取引情報と銀行取引明細書を
照合する

•	 標準的なタイムラインに従って 
アドホックレポートを定期的に作成する

•	 作業命令、請求書、支払額を手作業で
比較・分析する

•	 関連する会計情報を社内の 
顧客と利害関係者に提供する

将
来
の
業
務

 
（

20
23
年
） •	 請求書と小切手のソースドキュメントを

デジタル化し、生成されたデータを 
入力する

•	 帳簿記入、照合、報告、および 
コンプライアンスチェックを自動化する

•	 AIとデータ分析を活用して不正の 
疑いのある経費を特定し、確認の 
ためのフラグを立てる

•	 社内の顧客および利害関係者と連携し
て会計処理に当たり、収入、支出、予
算の予測を支援する

すべての役割に共通する 
メリット

•	 効率と生産性の向上
•	 業務の簡素化
•	 データ精度の向上
•	 高次元の業務を実行するための 
時間的余裕

•	 より深くて将来を見通す洞察
•	 リスク軽減
•	 より微妙な、情報に基づいた、 
迅速な意思決定

•	 従業員のための学習機会やテナント 
および顧客との接触機会

•	 チーム内での相乗効果の拡大
•	 顧客とのより強い関係の構築

出所：デロイト金融サービスセンター
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住所レベルのマイクロ分析
適切な情報を入手して解釈することは、不動
産に限らずあらゆる分野で非常に重要である。
データ分析は結局のところ、物件の評価、売
買、契約、交渉、リスク分析から計画立案に
至るまで、意思決定を大きく改善できる。世界
最大級の都市に関するデータが豊富に存在す
ることは明らかであり、そうしたデータを用い
ることで世界の大都市のマクロ分析が（熟練
したデータサイエンティストにとっては）明快
で容易なものになる。ただし、郵便番号別の
地域についての集約された見方についてさえ、
場所が小さければ小さいほどそのロケーショ
ンを十分に理解するのは困難となり、住所表
示が同一（マイクロレベル）の場合はなおさ
ら困難である。必要なスキルが不足している
場合、データが豊富なホットスポットに関して
もそれと同じことが言える。例えば、数メート
ルしか離れていない2つの物件の賃貸価格が、
鉄道路線、騒々しい通り、または汚染された
水域などが存在するために既に大幅に異なっ
ている可能性がある。

大きな課題
一方、不動産セクターのデータ管理に関して
は、依然として大きな課題がいくつかある。し
ばしば起こるのが、必要なデータが単に利用

できない、詳細さが不足している、あるいは
データが古くなっているといった事態だ。デー
タが利用可能であっても、異なる地理空間の
間で調和がとれていないこともある。そのた
め、簡単な分析を開始する場合でも、事前に
多くの取り組みを行っておく必要がある。これ
は、欠測値や誤ったマスターデータなどその
他の手作業によるデータ修正にも当てはまる。
マスターデータの場合、問題点（値が正しい
かどうか）は一目瞭然だが、データに関する
ほかの問題の場合は専門家の判断が必要と
なることがある。すなわち、例えばデータの
問題を「修正」する専門家の個人的先入観の
せいで、コストがかかる割に分析結果が価値
のない、または誤解を招くものにさえ終わる
危険性がある。代替的な方法として、社会の
人口統計、賃貸料、購入価格、地理的な位置
情報（POI）に関するデータを購入する方法
もあるが、優良なデータは常に相当な（潜在
的に法外な）価格で提供される。ただし、こ
れらの障壁がすべてクリアされれば、導き出
される洞察は通常、十分な見返りをもたらす
ものとなろう。

恩恵を享受する
AIを応用した地理空間分析によって最も大き
な恩恵を受けるのは、高度なデータ分析に

よって自社および外部から取得したデータの
使いこなしで主導権を握ることができる不動
産会社である。地理的特性を追加して独自の
データセットを強化することで、深層学習など
の強力な分析手法の適用が正当化される。こ
れにより、いままで十分に理解されていなかっ
た市場の動向、サブマーケット、立地、相互依
存性に関するより良質な洞察を得ることが可
能となる。

デジタル化：デジタル・ロケーション・ 
ツインズが知識のギャップを埋める
「デジタルツイン」の実現に向けたさまざまな
アプローチを組み合わせることで、不動産に
大きな価値がもたらされるだろう。センサー
ベースのアプローチ（すなわちモノのインター
ネット＝ IoT）が建物内部の機能に関する洞
察を提供するのに対し、学習された「デジタ
ルツイン」のコンセプトは建物を取り巻く環境
に焦点を当てる。デジタルツインの目標は、
データが豊富な領域の情報を使用して、興味
深い市場動向の背景にある重要な要因と勢
力を理解することだ。こうした知識は、ある程
度似通っているがデータが不足している領域
に適用できる。つまり、コンピューターが適切
なデータと機械学習アルゴリズムに基づいて
モデルを構築する。モデル構築を経て、住所、

他者が知らないことを知る： 
AIを応用した地理空間分析 
によって不動産における 
競争力を得る
住所レベルのマイクロ分析
データ分析は物件の評価、売買、契約、交渉、リスク分析から計画立案に至るまで、不動産におけ
るさまざまな意思決定を大きく改善する。2021年は、すべての視線が AIを応用した地理空間分析に
注がれるだろう。なぜか。AIを応用した地理空間分析は、住所固有の賃貸予測と説明可能な透明性
を提供するための素早くて無駄のない、かつ手頃な方法であるからだ。
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建設された年、対象物件の状態といった基本
的な情報が提供されると、このモデルが貴重
な回答を提供する。ユースケースには、現在
および将来の賃貸価格を正確に予測する、あ
るいは改修の選択肢の中で最も収益性の高
いものを推奨する、などが考えられるが、これ
らはごく一部にすぎない。これらの予測モデル
は、プロセスを効率的かつ効果的なものにす
るため、多くの場合は「AI as a Service」の
形態をとるアプリケーション・プログラミング・
インタフェース（API）を介して不動産管理ソ
フトウェア、データのフィード計画、またはリス
クモデルのワークフローに統合される。そして
レポートの内容をより充実させ、高度に可視
化された情報を意思決定者に提供する。

説明可能なAIとは信頼できるAIである
言うまでもなく、まったく見えていないものを
ブラックボックスであるAIによる予測に置き
換えるのは良い考えではない。非常に多くの
危機にさらされている投資家は、特に予測が
サービスとして外部から購入されたものであ
る場合、機械の予測を信頼すべき理由を常に
問いかけるだろう。テクノロジーはこれに関し

ても、「説明可能なAI」と呼ばれる概念的な
アプローチによって救いの手を差しのべてい
る。要するに説明可能なAIとは、前述したよ
うな設計者でさえ結果を説明できないブラッ
クボックスによる予測と異なり、ソリューショ
ンの結果が容易に理解されるように適用され
たAIである。説明可能性は、規制によって義
務づけられているだけでなく、企業とエンド
ユーザーに信頼と事業に関する貴重な洞察
を提供できる。説明可能なAIは、例えばある
物件の価値が近くの類似した物件よりも
15％高い理由を明確に説明できるだろう。

2021年：成熟の年
2021年は、不動産向けに機能が強化された
AI応用立地分析が成熟段階に達し、大規模
な適用に適したものとなる時代の始まりとな
る。AI応用立地分析は、多くの使用者が市場
に真の影響を与えるために採用するほど成熟
し、その潜在力が初めて最大限に発揮される
だろう。立地分析に早くから投資してきた企業
にとって、時間とコストを要するデータ収集と
データクレンジングへの取り組みはやがて過
去のものとなるだろう。
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Tobias Piegeler
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AIはデータが豊富なサンプルから地理空間パターンを学習し、類似した特徴を有するロケーションを特定して、データが不十分な「デジタルツイン」についての予測を可能にする。

サンプルから学ぶ

……不明な情報を予測する

賃貸料、位置情報（POI）、社会経済的特性など
立地に関する特徴のデータが豊富

ターゲット地域の賃貸料は不明だが、
立地に関する特徴は似通っている
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地球温暖化と建設廃棄物
不動産建設業界は地球温暖化の最大の原因
の一つとなっており、全世界の炭素排出量の
40％が同業界によるものだ 1。この割合は（他
の業界と比べて）高く、業界として総炭素排
出量を1.5°C/34.7°Fの気温上昇に相当する
水準に抑制するパリ協定 2の推進が特に不可
避となっている。また、Transparency 
Market Researchのレポートによると、世界
の建設廃棄物の量は2025年までに現在の2
倍の22億トンに増加すると予測されている。

危機：変化のための触媒
良いニュースは、建設業界が無駄なエネル
ギー、高コスト、低利益、資材の廃棄などの
非効率性に満ちている現実を踏まえると、改
善の余地が非常に大きいことだ。しかも、危

機は変化を促す重要な触媒となる可能性が
ある。危機は、業界における新しいビジネス
のあり方を理解するための機会をつくり、長
期的な慣行を管理するための新しいアプロー
チの導入を勢いづけると考えられる。破壊的
テクノロジーには、業界が数十年にわたって
追求してきた効率性、生産性、廃棄物管理な
どをもたらす潜在力がある。本稿では、ロボ
ティクス＆オートメーションと建設現場のため
の管理ツールという二つのテクノロジートレン
ドに焦点を当て、これらのテクノロジーの導
入が建設をより持続可能な未来に向けてどの
ように前進させるのかに注目する。

ロボティクス＆オートメーション
最初の産業用ロボット「ユニメート」3は
1960年代に実用化された。これは、私たち

を現在の場所に導いた進歩、変革、そして先
見性への第一歩となった。だが、ユニメート
をはじめとするテクノロジーの進歩にもかか
わらず、不動産建設業界における自動化は困
難に直面することが多い。建設現場は意外性
と不確実性に満ちており、労働者は過酷で頻
繁に変化する条件の下で働き続けている。こ
の業界は依然として労働集約型産業であり、
自動化の導入は不可欠と考えられている。建
設業界の低い生産性、特に低い労働生産性
は致命的な問題の一つであり、社内主導のイ
ノベーションとデジタル化にブレーキをかけて
いるのは事実だ。そのため、建設業界にとって、
市場の需要の高まりに対応することがますま
す困難となっている。

グローバル危機に直面する 
中でのイノベーションと建設
不動産建設を前進させる 
2つのテクノロジートレンド
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、人類に引き返せないほど甚大な害を及ぼす可能性のある
もう一つのよく知られた危機、すなわち地球温暖化も浮き彫りにしている。地球温暖化がもたらす多くの
影響を回避する唯一の方法は、私たちの努力を今すぐに加速させることだ。デジタル化とイノベーション
は不動産建設業界による適切な未来への準備をどのように可能にするのか。

1 https://www.worldgbc.org/news-media/WorldGBC-embodied-carbon-report-published
2 https://unfccc.int/process-and-meetings/the-paris-agreement/the-paris-agreement
3 https://www.invent.org/blog/inventors/George-Devol-Industrial-Robot
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いくつかの例
そのため、従来から存在する上記のような物
理的業務を置き換える可能性のあるテクノロ
ジーが増えている。多くの企業が、建設現場
での使用を目的とした、移動可能な、多目的
の自律型ロボットを開発している。一部のテク
ノロジーはウォール・レンダリング（スタッコ、
外断熱仕上げシステム、コンクリート、プライ
マー、および接着剤の塗布など）を目的とし
ており、ほかにも、移動ロボットを使用して建
設現場のレイアウトプロセスを自動化するテ
クノロジーもある。ドローンも重要なトレンド
であり、建設現場での情報収集や（特にイン
フラにおける）土地測量サービスの改善を目
的とした高解像度データの収集などに活用さ
れている。一方、AIと機械学習は多くの建設
業務をこれまでになかった方法で自動化して
いる。例えばあるスタートアップ企業は、AIお
よびクレーンに搭載した IoTプラットフォーム
を使用して、あらゆる建設現場をスマートな
データ収集フィールドに変え、現場での意思
決定業務を自動化している。

建設現場のための管理ツール
不十分な管理のせいで大量の建設廃棄物が
発生している。建設管理の専門家の38％が
技術的欠陥の主因は不十分なプロセスと手
順だと考えており4、45％が最適でない活動
に予想以上の時間を費やしていると報告して
いる5。新たに登場しているデジタルテクノロ
ジーの多くを建設現場に導入することで、ス
マートなプロジェクト管理の活用が促される
可能性がある。こうしたテクノロジーをリアル
タイムデータと組み合わせると、現場管理者
は特定プロジェクトのための労働力と資材の
スケジューリングに関する意思決定を十分な
情報に基づいて行うことが可能になるかもし
れない。

さらに例を挙げると
例えば、ヘルメットに取り付けた全方位カメ
ラを使用して建設現場の「デジタルツイン」を
作成するソフトウェアが開発されている。これ
により建設現場のプロジェクトマネジャーは、
プロジェクトの状態の概要と、プロジェクトが
スケジュール通りに進んでいるかどうかを確
認できる。もう一つの有用なイノベーションは、
インフラ構築プロジェクト向けに設計・構築
された自動クラウドプラットフォームだ。これ
により不動産建設会社は、フィールドデータか
ら抽出された実用的なプロジェクト実行指標
に基づいてプロジェクトの進捗状況を監視し
たり、品質を確保したり、予算を管理したりで
きる。

今後の展望
以上のテクロジーは素晴らしい成果だが、現
場に携わる人々に受け入れられず、利用され
ないままに終わると、無駄になってしまう。テ
クノロジーが単純に受け入れられることはな
い。イノベーションはこれまで不動産を新た
な高みへと導いてきた。私たちは、業界をさ
らに改善する可能性があるテクノロジーに対
して、オープンで、受容的で、（必要に応じて）
批判的でなければならない。COVID-19は過
去のパンデミックと同様、終息すると思われ
る。ところが地球温暖化はまったく別の話だ。
地球温暖化が与える打撃は非常に激しいも
のとなり、その影響は長引くだろう。イノベー
ションと新しいテクノロジーの導入は、私たち
が次の危機に備えるのを助け、不動産建設業
界の繁栄を可能にする「ワクチン」となるかも
しれない。
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4 https://jbknowledge.com/2019-construction-technology-report-survey
5 https://www.plangrid.com/ebook/construction-disconnected/
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リモートワークは今に始まったことではない
2020年に起きたリモートワークへの移行は、
個人、チーム、組織に困難な状況をもたらし
ている。だが、リモートワークは今に始まった
ことではない。少なくとも1970年代に起きた
石油危機のピーク以降、組織は地理的に分
散された勤務体制とリモートワークという二
つの考え方と向き合ってきた。パーソナルコン
ピューティングとインターネットの進歩により、
リモートワークを阻害する技術的な障壁はほ
ぼ消滅している。新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）は、最終的に、導入が広がった
リモートワークへの移行を引き起こすきっかけ
となった。労働者の安全を優先するために受
け入れざるを得なかったリモートワークの広
がりが臨界点に達し、私たちは心の中に根付
いていたリモートワークに対する文化的障壁
の克服を余儀なくされたからだ。リモートワー
クは今やほぼ通常の勤務形態となっており、
職場に対する従来の概念はこの先永遠に変
わる可能性がある。

オフィスの役割を再考する
リモートワークの導入の拡大は、新しい不動
産運用モデルにおけるオフィスの役割を再考
する機会を組織にもたらしている。2020年
は地域社会の重要性が高まった。人々の通勤
時間が短くなり、地域とその住民や企業とつ
ながるためにより多くの時間を費やす機会が
得られることから、オフィスの役割を再考する
機運は今後も続くと思われる。組織は分散型

の不動産モデルに目を向け、オフィススペー
スの構成を分散させるようになる。より具体
的には、中央商業地区（CBD）のハブ拠点と、
郊外や地方のコワーキングスペースまたは小
規模オフィスの両方にオフィスを分散配置す
るようになるだろう。その結果、スタッフは自
宅から出て、自宅と職場での生活の区切りを
より明確にすることができるとともに、長距離
通勤を回避しながら同僚との社会的なつなが
りを持てるようになる。人々は気候変動に対
する認識を深め、二酸化炭素排出量を削減す
るための意識的な決断を下すようにもなるた
め、オフィスの分散化は非常に理にかなって
いる。データが職場のイノベーションにおける
重要な要素となるなかで、オフィススペースは
こうした変化に容易に対応できるだけのス
マートさと柔軟性を備えなければならない。

データが必要不可欠
デジタルの世界と同様、データは新しい職場
でも重要な役割を果たし、オフィススペースの
成功を促進している。労働者は、物理的に同
じ場所で勤務するかどうかに関係なく同僚と
効率的に連携するために、物理的環境とバー
チャル環境の間をシームレスに移行できる準
備を整えておく必要がある。多数のセンサー
を備えたスマートな建物スペースは組織に対
し、ワークスペースに関するますます多くのリ
アルタイムデータを提供している。スペースが
もたらすデータが豊富になればなるほど、ス
ペースから引き出せる価値が高まり、プレミア

ムなスマートオフィスの単位面積当たりコスト
は上昇する。組織には、こうしたデータを効
果的に利用して最大の価値を引き出すための
戦略が必要となる。その結果、過去の職場設
計における「設定し終えたら忘れる」アプロー
チは、「スペースの柔軟性を飛躍的に高め、ス
ペースをニーズの変化にリアルタイムで対応
できるようにする」アプローチへ移行すること
になる。同時に、バーチャルオフィスの組織
データセキュリティを確保するうえでサイバー
空間が重要な役割を果たし、効率的でハイブ
リッドな（さまざまな働き方を選択できる）労
働者が安心して働けるようになる。

ベストプラクティス： 
オーストラリアのバーチャルオフィス
この分野における当社の考え方は、デロイト・
オーストラリアのバーチャルオフィスの成功に
基づいている。2019年半ば、人間中心のア
プローチをとる小規模な専任チームが結成さ
れた。人間中心のアプローチとは、スタッフの
リモートワークへのニーズを理解したうえでソ
リューションを提供するアプローチである。こ
のチームの業務における重要な基本方針はス
タッフの選択肢を広げることであり、スタッフ
がどこで勤務することを選択したとしても（勤
務場所にはメルボルンやピルモントの新しい
オフィススペースが含まれる）、スタッフのリ
モートワーク体験を向上させるために重要な
リソース、トレーニング、情報を提供した。

企業不動産のための 
バーチャルオフィス
適正規模の労働力が 
最適な職場と出会う場所
2020年にリモートワークが幅広く導入された結果、組織内での職場の役割が大きく変化している。す
べての兆候は、将来はさまざまな働き方を許容するハイブリッド型の職場環境が浸透し、従業員が週
内の労働時間における選択の幅が広がることによる恩恵を享受するとともに、雇用主は自社の不動産
要件を再検討するようになることを示唆している。では、バーチャルオフィスが「ニューノーマル」に
おける働き方の主要な要素となるなかで、不動産オーナーはどう対応すればよいのか。
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変化を受け入れる時が来た
激動の年が落ち着きを取り戻すにつれて明確
になりつつある一つの因子は、パンデミック
後の未来へと続くハイブリッドな職場環境へ
の支持の高まりである。世界中のほぼすべて
の組織がリモートワークを経験するなか、変
化を受け入れる時が到来したのである。不動
産事業者は、従業員の選択肢、地域社会、お
よびデータを念頭に置き、オフィスの役割と運
用モデルを再考することによって従来のアプ
ローチを適応させ、時代を先取りすることが
できる。ハイブリッド型の職場環境は浸透しつ
つあり、それによってもたらされる変化を受け
入れる不動産事業者が成功を手にすることに
なる。
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デジタルの世界では、企業にとっての不動産
の価値はさまざまな基準に左右される傾向
が強まる。床面積という価値はデータという
新たな価値に置き換えられ、従来の作業ス
ペースという価値は仕事を可能にするサービ
スという新たな価値に取って代わられようと
している。資産価値に関するかつての格言は
「兎にも角にも立地が重要」であったが、現
在の不動産の現実を表す言葉は「立地、洞察、
体験」である。この言葉の意味は、物件所有
者はスペースが占有されているかどうかでは
なくスペースがどのように使用されようとし
ているのかを考える必要がある、ということ
だ。サービスとしての不動産（REaaS）の時
代が到来すると、物件所有者は物件の真の
価値とは何かを自問することになる。REaaS
は、スマートなコネクテッドビルディングを通
じて実現されようとしているイノベーションで
あり、従来型の節約ではなく新たな収益源に
よって収益を増大させ、不動産価値の中心を
スペースの提供ではなくユーザーへのデジタ
ルおよび物理的サービスの提供へと変えるも
のである。

不動産の価値提案は進化している
「ニューノーマル」の時代では、働き方は必ず
しもオフィススペースに制約されない。そのた
め、企業不動産の機能は、「働くための場所」
から「ユーザーがほかの場所よりも優れたパ
フォーマンスを発揮することを可能にする職
場」へと進化している。そうした職場は、管理
された拡張可能な「ホームフィールド・アドバ
ンテージ」（自分の領域で活動することによっ
て生み出される長所や強み）を企業に提供す
ることにより、大きなインパクトと優れた体験
のための場所となり、不動産を「働くためのス
ペース」から「ビジネスツール」に変えようと
している。

新たなビジネスモデル： 
不動産所有者がサービスプロバイダーになる
「サービスとしての不動産」（REaaS）の時代
が到来する。「サービスとしての」という言葉
は、ハイテク企業が高速接続を使って提供す
るソフトウェアおよびインフラ利用サービスを
通じて主流になった。こうしたサービスでは、
ソフトウェアおよびインフラという商品そのも
のを収益化するのではなく、消費者の利用行
動に着目した代替的な利用モデルを提供する。

REaaSの場合、ユーザーの体験および生産
性が改善された結果に基づいて収益を得る。
すなわち、コネクテッドビルディングで働く居
住者のユーザー体験および生産性がデジタル
サービスによって改善されると、それをサポー
トしたデジタルサービスごとにオンデマンドで
課金される。

ハイテク業界から学ぶべき教訓
不動産業界は、進化したビジネスモデルを理
解するため、収益を生み出すための新たな方
法をハイテク業界から学ぶことができる。イン
ターネットベースの「サイト」と物理的な「サ
イト」には似通った要件がある。その要件とは、
人々が個人的な結果を求めて単一の場所に
予測可能な頻度で集まるということだ。ユー
ザー体験を支えるために「ローカリティ」が活
用され、商品化する対象はインフラではなく
ユーザーサービスである。また、重視される
価値は、単に人々がどこで行うかではなく、
何をどのように行うかをサポートするために
提供するサービスである。つまり、不動産は
「固定された商品」（空間とインフラ）から「コ
ネクテッドシステム」（情報とサービス）に変
化するのである。

サービスとしての不動産： 
「商品とスペース」から 
「システムとサービス」へ
商業用不動産の 
新たなビジネスモデル
不動産は、デジタル化とスマートビルディング市場の成長によって可能となったビジネスモデルの抜本
的な再構築の最中にある。パンデミック（後）の時代のビジネスモデルの再構築が重要となっている
背景には、スペースとアメニティおよびサービスへのオンデマンドでカスタム化可能な拡張性のあるア
クセスを提供することによって物件が何をもたらすのかを多くの企業が評価しようとしていることがある。
今後成功するビジネスモデルとはどのようなものなのか。不動産業界がハイテク業界から学べるもの
は何か。「サービスとしての不動産」とは何か。戦略と組織の業績に与える影響はどのようなものな
のか。
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スマートビルディング： 
ユーザーと居住者をサービスに接続する
人々が働く場所の重要性は低下するとはいえ、
スマートビルディングではユーザーと居住者
がサービスに接続されるため、仕事の内容は
より先進的でコネクテッドなものとなり、その
企業に利益が生まれる。不動産所有者が得る
収益は、物理的なインフラをイネーブラー（目
的達成手段）として活用したサービスを通じ
てユーザーが生み出したアウトプットに基づ
いて決まる。つまり、今や物理的およびデジタ
ルインフラの管理者としてサービスプロバイ
ダーとなる立場にある物件所有者のビジネス
モデルは根本的に変わる。

不動産におけるデジタルサービスを理解する
スマートビルディングは、建物のあらゆるデー
タを集約して保持するための状況をつくる。収
集したデータは、意思決定に必要な情報を提
供するための的を絞った分析に使用される。
データはデジタルプラットフォームの内部で保
持され、カスタマイズ可能な機能やサービス
を提供するために利用可能だ。ここでいう
サービスとは、文脈情報すなわち顧客やユー
ザーに合わせてパーソナライズされた情報を
提供することである。また、デジタルサービス
とはコモディティ化され、インターネットやモ
バイルデバイスなどの複数のプラットフォーム
を通して電子的に提供されるサービスである。
デジタルサービスには、分析によって得られ
た知見の提供、機能および施設の権利の管
理、ロケーションベースのサービス、サード
パーティ向けのデジタルマーケットプレイスな
どがある。デジタルサービスはさまざまな方
法で収益化でき、不動産の所有者やテナント
に新たな収益を提供する。収益化の方法には、
サブスクリプション、消費量に応じた課金、
データの販売、APIの使用に対する課金、デ
ジタルマーケットプレイス、マーケティングお
よび広告などがある。

組織のパフォーマンスを改善する
プロバイダーがデジタルサービスを提供する
ためには、ユーザーに恩恵をもたらす末端の
機器（例えばモバイル機器、照明装置、オー
ディオビジュアル機器）へのデータの流れを
管理しなければならない。このことを不動産
に当てはめると、物件所有者には、通常はテ

ナントが入居当初の装備の一部として導入す
るインフラのプロビジョニング（ニーズに合わ
せて提供すること）を直接管理したいという
動機が生まれる。それにより、基本的な接続
サービスと機能（照明装置やWi-Fiなど）を
提供するだけでなく、スペースが誰によってど
のように使用されているのかに関するデータ
を使用してテナントによる組織業績向上に貢
献する技術的なバックボーンが形成される。

デジタル基本計画とプラットフォーム戦略
REaaSがもたらす潜在力を引き出すために
は、デジタル基本計画とプラットフォーム戦略
が必要である。この基本計画は、スマートビ
ルディングのアーキテクチャの設計図として機
能し、中核的機能以外のところで限定的なメ
リットを提供する個別のポイントソリューショ
ンに投資するという落とし穴を回避するのに
役立つだろう。

基本計画には以下の内容を盛り込むことに
なる。

 • コネクテッドビルディングをテナントまたは
居住者のエンタープライズアーキテクチャと
整合させる

 • 必要なデータ、データの生成および分析方
法を定義し設計する

 • 収益モデルをサポートする

 • デジタルアジェンダの遂行に必要なインフラ
と、デジタルによって強化された不動産を支
える機能を決定する

REaaSは複数のシステムに分散していた機能
を組み合わせて相互活用し、これまで不可能
だったプラットフォームベースの機能と分析を
可能にする。このプラットフォームは、こうし
た機能とサービスをエンドユーザーに販売す
る可能性を解き放つ。これにより、企業はユー
ザー体験、生産性、スペースの使用状況を定
量的に把握して改善することが可能になる。
そして物件所有者は、「商品とスペース」の提
供者から、新たな付加価値と時代遅れになら
ないための役割を提供するサービスプロバイ
ダーに転換することが可能になる。

著者
Marco Macagnano, Ph.D.
Senior Manager | Smart Real Estate 
Leader | ZA
mmacagnano@deloitte.co.za

問い合わせ先
鈴木 啓太
不動産インダストリー（日本）マネジャー
keitsuzuki@tohmatsu.co.jp
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ESGと不動産
かつて、不動産は資本主義の縮図を具現化し
ていた。だが、こうした傾向はまったく逆の方
向に発展している。（特に多くの先進国の政府
やデベロッパーが）不動産にESG基準を適用
している状況を見ると、ESG指針の適用に際
しては不動産という資産クラスも重要な適用
対象の一つとなっていることが分かる。不動
産は、（既存の不動産に間接的に価値をもた
らす）公共スペースの復旧、手頃な価格の住
宅、社会住宅、ケアセンターを通じて、または
グリーンビルディングなど新しい建物への環
境を重視した投資を通じて重大な社会的影
響を与える可能性があるとの認識が高まって
いる。

ESGは投資家にとって不可欠
多くの投資家がESGに関心を抱くことにより、
より多くの（長期的な）価値の逸失が不動産
資産のせいにされるリスクが軽減される。そ
れにより、不動産がもたらす中長期的な利益
が考慮され、不動産の相対的なボラティリ
ティ・リスクが通常通りに低い状態に保たれ
る。不動産投資家にとって持続可能性の重要
性は増している。このことは、欧州非上場不
動産投資家協会（「INREV」）1が投資家のニー
ズに応えるために持続可能性ガイドラインを
策定したことからも明らかだ。もう一つの兆

候は、2020年にGRESBの不動産評価に参
加する組織が増加したことだ。GRESBは、不
動産に直接投資する上場不動産会社、非上
場不動産ファンド、デベロッパー、投資家を対
象とした投資家主導の世界的なESG評価ベ
ンチマークと報告フレームワークである2。つ
まり、投資家がESGという旗印を掲げた不動
産に投資枠を割り当てたいと考えていること
を背景にESGは浸透しつつあり、不動産評価、
ひいては不動産投資を方向付け、それに影響
を与えるようになるだろう。

地域社会への影響
だが、ESGが不動産業界に与える影響はそ
れにとどまらない。ESGでは、環境に優しい
建物の発展に加え、不動産が地域社会の多
様性などの側面に与える影響に関する考慮
事項を含めることになる。不動産業界は、複
数のテナントによるスペースの共有や十分に
活用されていない建物の地域住民向け交流
施設への転換といった社会的インパクト投資
を通じて機会をつくることにより、地域社会
への配慮という課題に対応しなければなら
ない。実際に大きな障害があるとすれば、投
資家が地域社会のニーズに合わせて伝統的
な投資モデルを再構築する必要に迫られるこ
とだろう。

ESGとインフラ
不動産とインフラが密接に関連していること
は明らかだ。例えば、不動産業界はエネル
ギーの主要な需要家である。したがって、例
えば環境に優しい新素材やスマートな技術を
搭載した暖房や換気のシステムを採用してよ
り持続可能な建物を建設すると、環境に役立
つだけでなく、それぞれの不動産投資のリター
ンを高め、投資パフォーマンスを向上させるこ
とになる。世界各国・地域の政府は、都市の
カーボンフットプリントを改善し、排出量を削
減するため、こうした新たな建設方法の促進
に力を入れている。そこで、以下にインフラに
おけるESGの影響を概説する。

ソーシャルグッドが 
不動産に及ぼす影響
不動産にとっての価値の 
けん引役としてのESG
「環境、社会、ガバナンス」の頭字語として一般的に使用されている「ESG」は、世界中で重要なビ
ジネス上の考慮事項となっている。例えば不動産投資家は持続可能性にますます注目している。ただ
し、不動産業界における ESGは、他の業界よりもはるかに大きな影響を与える可能性がある。ESG
はどのように重要な価値のけん引役となり得るのだろうか。

 「 持続可能性が浸透
しなければ人類は 
存在しなくなる 
かもしれない」
Niall FitzGerald

1 https://www.inrev.org/guidelines/module/sustainability#inrev-guidelines
2 https://gresb.com/2020-real-estate-results/
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インフラの新たな課題を克服する
発展途上国にとって、ESGに焦点を当てた効
率的な（地域社会にエネルギーや水などの最
も基本的なサービスへのアクセスを提供す
る）インフラを導入することは極めて重要であ
る。一方、先進国では、都市部の人口増加や
環境問題などの新たな課題に対応するのに
役立つ可能性がある。さらに、インフラの閉鎖
に際してESG基準が決定的な役割を果たす
ことが証明されつつある。背景には、地域社
会がインフラ投資に反対する例が目立ち始め
ていることがある。その原因は多くの場合、投
資案件がESGを考慮していないことだ。その
結果、コストのかさむ遅延や当初プロジェク
トの変更が余儀なくされている。

スマートシティ
インフラに対するESGの影響が端的に表れて
いるもう一つの動向が、いわゆる「スマートシ
ティ」の取り組みである。スマートシティとは、
さまざまな革新的技法が設計に生かされてい
る都市部のことだ。革新的技法が生み出す
（データや統計などの形式の）アウトプットを
活用することにより、都市部のインフラをより
効率的に構成したり管理したりできる。今やこ
うした技法の大半は、ESG指針が都市部の
生活全体、各種の資産、コミュニティサービス、
およびリソースに反映されるように設計され
ている。例えば、より優れた（そしてより環境
に優しい！）輸送手段の開発、通信ネットワー
クの改善、エネルギー消費の最適化、水供給
の改善、犯罪検知、廃棄物処理などに活かさ
れている。

事例： 
ドバイ、シンガポール、ルクセンブルク
スマートシティの成功事例の一つが、さまざま
なセクターでハイテク・イノベーションを推進
しているドバイである3。イノベーションの例に
は以下のようなものがある。

　 輸送：ドバイとアブダビを結ぶ最初
のハイパーループと自律型エアタク
シーの開発

　 観光：砂漠の真ん中での持続可能
な複合施設の建設を目的としたプ
ロジェクトであるオアシス・エコ・
リゾート

　 住宅：火星植民100年計画の出発
点として、砂漠に60万人分の家を
建てることを目的としたマーシャン
都市プロジェクト

　 エネルギー：ドバイを環境に優し
い発電所にすることを目標とするメ
ガ・ソーラー・パーク

　 セキュリティ：自動運転パトカーの
開発

シンガポールもこの分野のパイオニアであり、
スマート国家のより広い概念を取り入れてい
る4。シンガポールにおけるESG関連の技術
革新の例としては、キャッシュレス公共交通機
関の開発、医療のデジタルエンゲージメント
とデジタルトランスフォーメーション（「テレヘ
ルス」）、学校と生徒の親とのチャネルとして
使用されるプラットフォーム（「ペアレント・
ゲートウェイ」）の開発、「プラットフォームとし
てのランプポスト」（環境条件に関連する変化
を監視するために街灯柱を最大限に活用した
り、カメラを設置して群集の形成状況を分析
したり、監視の効率や性能を高めて公共ス
ペースの安全性を向上したりすることを目的
としたプロジェクト）の開発などがある。

最後に、ルクセンブルクもスマート国家の概
念に向かって前進している。当社の同国にお
けるデジタルイノベーションのより具体的な
分析については、このトピックに関するデロイ
トの記事を参照していただきたい5。

新型コロナウイルス感染症による反動
世 界 が 新 型 コ ロ ナ ウイルス 感 染 症
（COVID-19）の大流行（パンデミック）に直
面するなか、ESGの概念が今後どのように発
展するかを理解することが重要である。目下

のパンデミックがこれまでに既得資産に対す
る利害関係者の見方に影響を与え、さらなる
（実物資産への）投資を減速させていること
は間違いない。すなわち、COVID-19は不動
産の評価に深刻な影響を及ぼしている。また、
都市封鎖のせいで現場訪問が妨げられている
のと同時に、多くの取引が保留された。背景
には、在宅勤務の定着を受けて郊外のより大
きな庭付きの家を探すケースが増加するなど、
目下のパンデミックが実物資産の使用に関す
る人々の要求を変化させているように見える
ことがある。パンデミックは経済と不動産業
界の活動を減速させているものの、それと同
程度のプラス面は、パンデミックが投資家に
持続可能な投資を優先させることの重要性を
気づかせていることだ。

環境要因
特筆されるのは、環境汚染対策と不安定な衛
生システムの改善という全世界で差し迫って
いる要求がCOVID-19によって高まり、環境
要因の重要性を浮き彫りにしていることだ。
実際、ESG基準の採用が当初は鈍かったが、
これは社会へのプラスの影響に焦点を当てる
と経済的利益が減少するという誤った認識に
基づいていたためだと思われる。こうした認
識は実際には逆であることが明らかになりつ
つある。

社会要因
ただし、スポットライトは主に社会的要因に
向けられている。COVID-19は地域社会にお
ける今後の交流および行動のあり方を大きく
変えようとしているように見え、こうした変化
は現在の輸送、テクノロジー、および医療イン
フラの再評価を必要とする。それゆえ、ミレニ
アル世代の投資家と政府が長期的なプラスの
影響を生み出すためには、従来の財務指標
だけでなく、ESG面での成果にも焦点を当て
ることがこれまで以上に重要となる。

世界における最近の動向
以上のような現実は、結果として、ESG投資
に関連するガイドラインと規制の世界的な増
加というトピックにも表れている。国連は、「持

3 https://scgn.smartdubai.ae/
4 https://www.smartnation.gov.sg/
5 https://www2.deloitte.com/lu/en/pages/public-sector/articles/luxembourg-towards-smart-nation.html
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続可能な開発のための国連2030アジェン
ダ」で、世界のより持続可能な未来のために
達成されなければならない17項目の持続可
能な開発目標を概説した。これらの目標は、
貧困、不平等、気候変動、環境悪化、平和と
正義という現在の世界的な課題にも対処しよ
うとしている6。欧州委員会は2018年3月、
気候変動に関するパリ協定 7と持続可能な開
発のための国連2030アジェンダを採択する
ことにより、持続可能な成長への資金提供に
関するさまざまな措置についての行動計画を
策定した 8。

透明性
この行動計画の一環として、持続可能な金融
開示規則（SFDR）に関するEU規則2019/2088
が公表された。この規則は、金融商品の持続
可能性の度合いに関する透明性を高め、うわ
べだけ環境保護に熱心にみせる「グリーン
ウォッシング」を防止しながら民間投資を持
続可能な投資に誘導することを目的としてお
り9、2021年3月10日から段階的導入が始
まった。この規制を補完するものとして、欧州
監督当局はESG開示に関する合同委員会ド
ラフト「規制技術基準（RTS）」を策定した。こ
れについて2020年4月にコンサルテーション
ペーパーを発行し、金融市場参加者とアドバ
イザー、そして金融商品のために提案された
ESG開示基準に関する意見を求めている10。
ルクセンブルクはこうした動きに関連して既
に措置を講じている。例えばルクセンブルク
金融監督委員会（CSSF）は、SFDR規制に関
連する規制要件とファストトラック手続きに関
する通達を2020年12月16日に出した 11。

欧州委員会
欧州委員会も行動計画の一環として2020年
11月、持続可能な経済活動の分類体系に適
合する経済活動の判断基準の一部に関する
公開コンサルテーション12を開始した。この
分類体系は気候変動の緩和に焦点を当てた
欧州タクソノミー（分類）規則 13に基づいてい
る。また、欧州連合（EU）は、大企業に対し
て社会的および環境的課題の対処および管
理方法に関する特定の情報を開示するよう求
める指令を2014年に発表済みである14。

その他の動向
もう一つの最近の動向は、気候変動が経済面
の不確実性とリスクを提示していることを既
に公式に認識している国が出てきたことだ。
そのうちの一つは米国で、連邦準備理事会
（FRB）は2020年11月の金融安定性レポー
トにおいて、金融安定性リスク（不動産が含
まれる）のリストに気候変動を含めた 15。ルク
センブルクやドイツなどの一部の国はグリー
ンボンド市場を調査している。これに関しては、
欧州グリーンディール投資計画が2020年1
月14日、欧州委員会がEUグリーンボンド基
準（GBS）を制定する、と発表したことにも留
意いただきたい16。最後に、EUは現在、集団
投資ビークルである欧州長期投資ファンド
（「ELTIF」）に対する規制を検討している。
ELTIFは、機関投資家および民間から集めた
投資を高齢者福祉施設、学校、刑務所、社会
住宅などの不動産資産を含む長期資産に振
り向けるファンドである。つまり、ELTIFは
ESGに焦点を当てた投資へのアクセスを強化
する手段となり得る17。

「持続可能性が実証された」ビジネスを 
成功させるために
このように、ESGに関する規制は引き続きさ
らに詳細なものになると予想される。投資家
はおそらくESG関連の法的および規制上の
開示の影響を受けるようになり、そのために
専門家からの適切なアドバイスを必要とする
ようになるかもしれない。また、ESGの原則
が持続可能な投資のカギを握ることを世界の
不動産市場が既に認識していることは間違い
ない。実際、持続可能な投資は短期間で標準
的な投資方法となる可能性がある。それを現
実のものとするためには、不動産投資家は、
ファンド運用と自らの意図するプラスの社会
的影響との整合性を確認すべきである。デロ
イトは、顧客とともに「持続可能性が実証さ
れた」ビジネスを成功させるための旅に出る
ことを楽しみにしている。
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6 https://sustainabledevelopment.un.org/post2015/transformingourworld
7 https://unfccc.int/sites/default/files/english_paris_agreement.pdf
8 https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52018DC0097
9 https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2019/2088/oj
10 https://www.esma.europa.eu/sites/default/files/jc_2020_16_-_joint_consultation_paper_on_esg_disclosures.pdf
11  https://www.cssf.lu/en/2020/12/communication-on-regulatory-requirements-and-fast-track-procedure-in-relation-to-regulation-eu-

2019-2088-on-thesustainability-related-disclosures-in-the-financial-services-sector/
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13 https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?toc=OJ%3AL%3A2020%3A198%3ATOC&uri=uriserv%3AOJ.L_.2020.198.01.0013.01.ENG
14 https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32014L0095
15 https://www.federalreserve.gov/publications/files/financial-stability-report-20201109.pdf
16 https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/fs_20_48
17 https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32015R0760
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家に住むことは欧州連合（EU）とその加盟国
の憲法で規定された権利である。賃貸市場に
おける需要はこの数年、欧州だけでなく全世
界で大幅に増加している。その要因は、主要
都市部での人口の増加と、1世帯当たり平均
人員の減少による世帯数の増加である。

もう一つの要因は、融資の抑制（資金的な制
約）、価格の上昇、生活習慣の変化により、特
に新しい世代における住宅市場へのアクセス
がより困難になっていることだ。

需給バランスが構造的に不均衡となっている
結果、民間賃貸セクター（PRS）の市場が拡
大している。中でも需給が不均衡となっている
（不足している）のが手ごろな価格の公営住
宅だ。市場はこうした差し迫ったニーズに応え
るための新たなソリューションを必要としてい
る。この資産クラスへの大規模な資本配分が
今後数年以内に起こるだろう。

民間賃貸セクター物件を 
理解する
主要大都市における 
賃貸住宅への構造的ニーズに 
応える
不動産におけるメガトレンドの一つは、主要大都市における賃貸住宅へのニーズだ。新型コロナウイ
ルス感染症（COVID-19）がこうしたトレンドを加速している。需要増大の背景には、人口の増加、1
世帯当たり平均人員の減少、貯蓄率の低下に伴う資金的な制約、そして生活習慣の変化がある。だが、
賃貸住宅のストックは不十分であり、不適切なものもある。そのため、需要に応え、新たな不動産機
会を提供するためには、賃貸専用に設計された住宅の開発が必要不可欠となっている。
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図1. 主要都市とEU加盟28カ国の人口動向（前年比）

出所：Eurostat
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メガトレンド： 
主要都市における世帯数の増加
2050年までに世界人口の70％が都市で居
住するようになる。都市における住宅需要の
増加を促す主な要因は次の3つだ。

1. 主な首都における人口増加のメガトレンド
（図1）

2. EU主要国での継続的な世帯の創出（図2）
3. 1世帯当たり平均人員の減少（図3）

このことがきっかけとなり、より小規模で現在
のニーズに合致した住宅を増やす必要性が生
じている。

賃貸に向かうトレンド
一人当たりGDP、雇用、貯蓄率などのマクロ
経済変数によって影響を受ける可処分所得と
努力率（総世帯収入に占める返済額の割合）
が、PRS市場への移行を左右する重要な要素
である。都心部における不動産価格が上昇し、
融資が抑制され、モビリティが高まり、消費者
の生活習慣が変化していることにより、欧州
では賃貸住宅への需要が構造的に高まってい
る（図4、5）。

手ごろな価格の住宅への需要が 
危機によって加速している
欧州における賃貸市場は若年層および低中
所得層のテナントが主な対象となっている。
世界金融危機が経済成長を減速させ、雇用
に影響を与え、給与所得の伸びを抑制した結
果、こうしたテナントによる需要が増大した。
EU諸国の給与は2014年から2019年の間
に年平均1.9％増加したが、住宅価格は同じ
期間に平均3.8％上昇した。こうしたトレンド
は、貯蓄率の低下と相まって、需要を購入か
ら賃貸へシフトさせている。COVID-19のパ
ンデミックによって引き起こされた景気後退と
経済の不確実性がこのトレンドを加速させて
いる。

必要とされているのは 
「賃貸のために建設された住宅」
デベロッパーは、賃貸市場の需要を満たすよ
うに特別に設計された適切な住宅ストックを
開発する必要があることから、土地のストック
のかなりの部分を「賃貸のために建設された
住宅」（Build To Rent＝BTR）に使用するよ
うになった。一括請負の先買い契約が新たな
トレンドになっている。スペインだけでも、賃
貸プラットフォームの投資パイプラインは3万
戸を超えている。BTRは2021年を通じて、さ
らにはそれ以降も、不動産における重要なト
レンドとなり続けるだろう。
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投資家にとっての機会
PRSは、リスクフリーの場合と比較した利回
りのプレミアム（現在の金利環境で最も高い
水準）を考えると、そのリスク・リターン特性
は魅力的だ。PRSは相対的に危機の局面で
回復力の高い資産クラスであり、分散化して
いるためパフォーマンスのボラティリティが低
いことが分かっている。特定の市場では競争
を制限する制度が敷かれており、プラット
フォームを開発したり統合したりするための
明確な機会が開かれている。BTRへのニーズ
が社会構造の変化に根差したものであるとす
れば、投資家にとって重要なのは、資金を調
達してプラットフォームを開発・運営するとい
う投資戦略を実行して成功させるためのエン
ドツーエンドの運用能力を確保することだ。

大手投資運用会社や保険会社、ソブリンファ
ンドなどの大口投資家は既に主要な戦略的
市場を活用しており、本稿で述べたメガトレン
ドを確認したうえで、PRSを将来の主要な資
産クラスにしようとしている。
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新しい働き方
今回のパンデミックはわずか数カ月の間に破
壊的な勢いで全世界に新しい働き方を定着さ
せた。あらゆる組織で在宅勤務というガラス
の天井が突き破られている。今や各企業が業
務組織の観点から独自の基準を模索している。
最も効果的な基準の一つであるマトリックス
手法は、仕事内容の変遷、リソースとスキル
の適応性、用途とニーズに応じた場所とス
ペースの構成といったいくつかの要因を組み
合わせるアプローチだ。目下の前例のない状
況は、企業とそのチームにとって、毎日オフィ
スに通う確かなモチベーションを考える大き
な要因となっている。従業員、訪問者、あるい
はパートナーのそれぞれが、自分に合ったデ
ジタルツールや設備による体験を求めるよう
になり、それは専用のエコシステムの中で仕
事に没頭することを可能にするものだ。

不動産占有面積の削減
必然の流れとして、企業は不動産占有面積を
削減する方向に動いている。そのため企業は、
例えば仕事上の役割を分担したり、施設を再
構成して共同作業を促すための非公式なス
ペースをつくったり、ビジターを受け入れたり
するなどの取り組みを行っている。そうした取
り組みがもたらす効果はいくつかの面から見
て有益かもしれない。占有面積の削減は、企
業にとっては運用コストと全体的な資産コスト
（家賃、光熱費、税金、設備投資など）に加え
て出張やエネルギー消費量、二酸化炭素排出

量を削減する機会である。また、不動産業界
にとっては（地方自治体にとっても）、老朽化
した建物を再開発する機会である。

機動性と柔軟性
企業がより高い柔軟性を追求するなか、以下
のようないくつかの結果が予測される。

1. テナントは不動産所有者との交渉に際し
て、経済条件が悪化する可能性があるに
もかかわらず、固定的な契約義務を減ら
して、中途解約の選択肢の増加やまた貸
しの可能性の向上を目指すだろう。

2. コワーキングスペースを含む第3のスペー
スは、ニーズのいくつかの側面を満たすだ
ろう。例えば、新たな要件に極めて短期
間で適応できるワークスペースを使用した
り削減したりする機動性、従業員が自宅
や顧客の近くで利用可能な快適で適用性
のあるスペースなどである。

3. シェアリングエコノミーとよりダイナミック
な人事管理戦略に基づく「コーポワーキ
ング」が誕生する。これにより、従業員は
ワークスペースに制限なしでアクセスする
ことが可能になり、他社によるワークス
ペースへのアクセスも可能になる。

4. 機動性を実現するには、統合ワークスペー
ス管理システム、デスク予約サービス、デ
ジタルコンシェルジュサービスなどのデジ
タルツールの導入も必要である。これによ
り従業員による会議スペース、ワークス

テーション、駐車スペース、または食事配
達の予約が可能となり、従業員にとっての
ユーザー体験が向上する。

物件ポートフォリオを強化する
未来の働き方に向かう動きは、企業が不動産
ポートフォリオを強化する機会を創出している。
例えば、オフィススペースの30～50％を「フ
レックスオフィス」（ワークステーションを従業
員ごとに割り当てることはせず、その数が従
業員数より少なく設定されたオフィス）に切り
替えると、スペースを最大で40％縮小でき、
家賃、光熱費、税金、設備投資、業務費など
を大幅に節約できる。例えばパリのビジネス
街であるラ・デファンスの場合、当初の床面
積は1万平方メートルであるのに対し、フレッ
クスオフィスに移行することで5,900平方メー
トルに縮小できる可能性がある。これによる
節約額は年間約200万ユーロに上り、フラン
スで標準的な9年間の賃貸契約（コワーキン
グスペースのサブスクリプション契約を含む）
の場合、節約額は約1,800万ユーロに達す
る。物件ポートフォリオの規模によっては、こ
うした運用コストの最適化による効果は非常
に大きなものになる可能性がある。

新たなスペース
企業は、不動産占有面積の削減に伴い、新た
なスペースを借りようとする市場のモメンタム
に直面している。オフィスビルの建設件数が
記録的な水準となった一方、オフィス利用率

オフィススペースの利用方法 
と不動産占有面積を 
最適化する
今こそ未来の働き方に 
備えるとき
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は新しい働き方を加速させており、ひいてはオフィススペー
スの使用に影響を与えるだろう。では、不動産業界や企業にはどのような影響があり、どのような機
会が生まれ、未来のより機動的な働き方のための不動産ポートフォリオを準備するにはどうすればよい
のだろうか。こうした変化への対応が喫緊の課題であることは明らかだ。今が行動するときである。
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が低下したことにより、多くのサブマーケット
で賃貸料（名目賃貸料と経済的賃貸料［資産
所有者に生じる経済的価値］の両方）に圧力
がかかっている。そのため、一部のサブマー
ケットに属する企業は、新たなスペースの交
渉や既存の賃貸条件の改定交渉に当たって
有利な立場に置かれている。

行動計画の策定手順
1. 診断して知識を得る
何よりも不可欠なのは、不動産におけるあら
ゆる側面の業務の遂行に関する包括的な知
識である。こうした知識には、例えば、賃貸条
件に関する洞察（交渉の手段、中途解約の選
択肢、有効期限を見極めるため）や、占有率
（単位面積当たりのワークステーション数）、
従業員数、建物の効率性指標、ワークステー
ションおよび単位面積当たり年間総コスト、
技術的デューデリジェンス（設備投資計画）、
装備品の貸借契約、およびリモートワークス
ペースの貸借契約に関するものなどがある。

2. 新しい参照システムを構築する
企業は、新たな働き方に移行するに当たり、
具体的な要求に対応しなければならない。
ルールの物差しは人によって異なるため、従
業員に次のようないくつかの質問に答えても
らい、回答結果を分析する。そうした質問には、

この職場に通う理由は何か、どうすれば従業
員のコミットメントを維持できるのか、業務の
組織に求められる柔軟性はどのようなものか、
チームの実績にどのような影響が及ぶか、な
どがある。こうした調査を通じて対面とリモー
トとのバランスがより適正化され、占有率が
最適化される。すべてのパラメータをカバーす
る仕様書によって優先事項を定め、その後の
手順で尊重しなければならない。

3. 戦略を策定する
上記のようなすべてのデータを相互参照し、
企業の戦略とリンクした目的と制約を勘案す
ることで、さまざまな選択肢が生まれる。シナ
リオまたは事業計画を組み立て、それに対応
した財務モデルを構築することにより、パ
フォーマンス管理が強化される。こうした事業
計画により、市場の動向をダイナミックに織り
込むことも可能となる。

以上のような手順を踏むことで、優先すべき
経路を見いだすことが可能となる。そうした
経路とは、余剰スペースを明け渡す可能性が
ある中で現在の条件を再交渉する「継続」シ
ナリオと、一つまたは複数の古い建物から撤
退して新しい建物を探すことを検討する「移
転」シナリオのいずれかである。

予知が重要
企業が不動産ポートフォリオ構築プロジェク
トを進めるうえでのキーワードは「予知」であ
る。期限となるマイルストーンは、特に賃貸契
約では、契約が満了する遠い将来のことのよ
うに見えるかもしれないが、こうした最適化プ
ロジェクト（仕事の方法に影響が及ぶ）を進
める際には、すべての利害関係者との反復的
かつ協調的な意見交換が必要となる。目下の
COVID-19の時代にあって、世界は未来の働
き方を垣間見ている。不動産業界にとって未
来の働き方にはどのような意味があるのだろ
うか。近未来の成功を望む不動産所有者とそ
のテナントは、何をすべきかが分かっている。
行動するときが来た。

著者
Bruno Amsellem MRICS
Partner | Real Estate Advisory | FR
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労働環境、従業員体験の質、企業の要件から始める。

顧客
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オフィス

第3の
スペース

コ
ワーキング

生産

創造と
個人の思考

非公式の
意見交換

生産

非公式の
意見交換

イノベーションと
集団的

インテリジェンス

出張
リモートワーク伝統的オフィス

最適なバランスを見いだす
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私たちの社会では、私たちのアイデンティティ
を保護（証明）することが非常に重要である。
だが、私たち全員が自分のアイデンティティの
管理を自ら行わずに政府機関に任せている。
しかし、私たちがある意味でアイデンティティ
の主体であるなら、私たちはなぜ自分のアイ
デンティティに対する責任を負わないのか。特
にデジタルの世界ではアイデンティティの盗難
や誤用は深刻なリスクであり、デジタルの世
界における交流と取引は現実の世界の中で
私たちに深刻な影響を及ぼす。自己主権型ア
イデンティティとは、自分のデジタル・アイデ
ンティティを管理することだ。

自己主権型アイデンティティの概念
自己主権型アイデンティティは、「個人または
企業が自らのアカウントとデータを管理する
能力を専有するデジタル・アイデンティティ管
理モデル」と定義されよう。著名なセキュリ
ティ専門家であるクリストファー・アレン氏 1

が唱える以下の10原則が自己主権型アイデ
ンティティの概念の基礎として広く採用されて
いる。

01. Existence（存在）：ユーザーは独立した
存在でなければならない。

02. Control（管理）：ユーザーは自分のアイ
デンティティを管理しなければならない。

03. Access（アクセス）：ユーザーは自分の
データへのアクセス権を持たなければな
らない。

04. Transparency（透明性）：システムとア
ルゴリズムは透明でなければならない。

05. Persistence（永続性）：アイデンティティ
は長期的なものでなければならない。

06. Portability（可搬性）：アイデンティティ
に関する情報とサービスは持ち運びでき
るものでなければならない。

07. Interoperability（相互運用性）：アイデ
ンティティはできるだけ広い範囲で使用で
きるものであるべきだ。

08. Consent（同意）：ユーザーが自分のア
イデンティティが使用されることに同意し
なければならない。

09. Minimalization（最小化）：クレームの
開示は最小限でなければならない。

10. Protection（保護）：ユーザーの権利は
保護されていなければならない。

不動産業界にとっての重要性
不動産取引におけるデジタル・アイデンティ
ティの使用に関する目下の課題と懸念は何だ
ろうか。第一の課題は、不動産を巡る個人間
のやりとりが、多くの場合、非常に複雑で時
間がかかり、大量の事務処理を必要とするこ
とだ。こうしたプロセスには、不動産取引で

は当事者間に潜在的な利害の対立があるた
め、二者間（家主とテナント、所有者と銀行、
または買い手と売り手）の信頼の問題となる
ことが反映されている。

例
例えば買い手は、売り手が実際に自ら言う通
りの人物で、実際に対象不動産の所有者であ
り、その売却資格を持つことを確認したいと
考える。同様に、売り手は買い手が実際に自
ら言う通りの人物で、対象不動産の購入資金
を持ち、その資金が正当な資金源から支払わ
れることを確認したいと考える。現在、これら
の要件を評価するには、政府、公証人または
弁護士、土地登記所、銀行が発行する文書や
証明書が必要だ。こうした文書や証明書を発
行、収集、共有、検証する場合、関係するすべ
ての当事者にとって一連のプロセスは往々に
して非効率なものとなる。

パーソナルデータを巡る懸念
第二に、個人は自分のパーソナルデータに関
する懸念を強めている。例えばオランダ国民
の58％がプライバシーに関して全般的な懸
念を抱いており、88％が企業に提供するデー
タを自分でより主体的に管理したいと考えて
いる2。さらに組織も、顧客からパーソナルデー
タを取得して処理するプロセスへの懸念を強

デジタル世界の中で自分の 
アイデンティティを守る
自己主権型 
アイデンティティと不動産
アイデンティティはすべての個人の本質であり、私たちが誰であるのかを規定し、他人から私たちを区
別する。私たちの社会では、政府が私たちのアイデンティティを登録し、パスポートと運転免許証の形
でその証明書を発行している。アイデンティティを証明できないと、病院に行ったり、銀行口座を開設
したり、レンタカーを借りたり、不動産を購入したりするといった私たちのほぼすべての活動に影響が
及ぶ。

1 http://www.lifewithalacrity.com/2016/04/the-path-to-self-soverereign-identity.html
2 https://ddma.nl/download/81646/
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めている。こうしたプロセスには、組織の評
判を損ねるリスクと規制に違反するリスクが
内包されているからだ。

自己主権型アイデンティティは 
直面する課題をどのように解決できるのか？
では、自己主権型アイデンティティは上記の
課題や懸念をどのように解決できるのだろう
か。家を借りたいと考えているジョンの例を見
てみよう。ジョンは家を借りる前に家主に（何
よりも）家賃を支払うための信用力があるこ
とを証明する必要がある。現状では、ジョン
は例えば所得証明書や、銀行口座の詳細、納
税証明書を提出しなければならない。これは、
ジョンが必要以上に多くのパーソナルデータ
を家主と共有し、家主はすべての文書を確認
しなければならないことを意味する。一方、
自己主権型アイデンティティ・ソリューション
を使用すれば、ジョンは収入に関する信用証
明を雇用主、銀行、または税務当局からスマー
トフォンのデジタルウォレット（またはホルダー

アプリ）を使って収集できる。さらにジョンは、
デジタルウォレットで自分の信用証明をレ
ビューし、家主がジョンに提供した基準を自
分の所得が満たしているかどうかを確認する
こともできる。その結果、ジョンは自分に信用
力があることを証明し、そのことを家主と共
有できるようになるだろう。

自己主権型アイデンティティは 
不動産業界にとってのゲームチェンジャー
自己主権型アイデンティティは不動産取引の
方法に破壊的な影響をもたらすのだろうか。
私たちがこれまでとはまったく異なるパーソナ
ルデータ共有方法への転換期に立たされてい
ることは間違いない。こうした変化は、現在
のプロセスの非効率性と個人情報保護を巡る
コンプライアンス上のリスクによって引き起こ
されている。実際、自己主権型アイデンティ
ティ・ソリューションの開発は2020年に大き
な一歩を踏み出した。目下の応用の興味深い
例として挙げたいのが、デロイトなどが取り

組んでいる新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）の陰性証明やワクチン接種の
証明の共有である3。2020年には、自己主権
型アイデンティティ・ソリューションを使用し
た実験とパイロットを不動産業界で実施し、
その結果、このソリューションが非常に有望で
あることが示された。このことを踏まえると、
不動産取引では自己主権型アイデンティ
ティ・ソリューションが今後2～3年以内に支
配的になると予想される。

著者
Gijsbert Duijzer
Director | Real Estate  
NL
gduijzer@deloitte.nl

問い合わせ先
鈴木 啓太
不動産インダストリー（日本）マネジャー
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銀行／雇用主／税務当局

1

2

3

収入証明 信用力の
証明

ウォレット

家主

3  デロイトは、特に不動産業界において、さまざまな自己主権型アイデンティティ関連イニシアチブに参画しており、そうしたイニシアチブには例えば賃貸／販売／住
宅ローン・プロセスを対象としたソリューションに関するものがある。デロイトは共通的な自己主権型アイデンティティ・インフラに関する基準の策定にも関与して
いる。
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気候変動リスクを減らして管理するための戦
略は、軽減戦略と適応戦略に分けることがで
きる1。軽減とは、排出量を削減することによっ
て気候変動の原因に対処することであり、適
応とは、気候変動による不可避の物理的影響
である大雨、酷暑、干ばつ、地盤沈下、洪水
などに対処することだ。これらの影響はさま
ざまなレベルで発生し、多様な結果をもたら
す可能性があり、1）陸地を水域に戻す、2）
空間計画、3）リノベーション、4）建設という
4つの異なる戦略を適用することができる。

陸地を水域に戻す
洪水のリスクが上昇しているため、一部の地
域は将来のある時点でもはや生活、仕事、レ
ジャーに適さなくなると予想される。こうした
予想は、該当する地域における長期戦略の正
当性に疑問を投げ掛けている2。ほかの例と
しては、バングラデシュ、韓国、オランダなど、
洪水や大雨および暴風雨の脅威にさらされて
いるアーバンデルタがある3。

その場しのぎか、適応か、 
克服か。気候変動の影響に 
対処する方法とは？
気候変動適応戦略と 
不動産市場
気候変動は自然と人に影響を与えるため、その影響は不動産にも及ぶ。気候変動の潜在的なリスク
に対処するための戦略は、影響を軽減し適応することである。市場、計画立案、建設、リノベーショ
ンの観点から見て、気候変動戦略は不動産の未来にどのような影響を及ぼすのだろうか。

国内（国際）レベル

建物レベル

新
た
な
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ

既
存
の
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ

空間計画陸地を水域に戻す

リノベーション 建設

1 OECD（2015年）、Climate Change Risks and Adaptation: Linking Policy and Economics（気候変動のリスクと適応：政策と経済学を連携させる）。
2 例：2年前に世界で報道されたインドネシアの首都ジョグジャカルタの移転計画。
3 アーバンデルタとは、川が海に合流するデルタ地帯に形成され、5億人に上る人々が居住し働いている都市であると定義できる。
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良い点と悪い点
こうしたリスクの高い地域については、放棄す
ることが正当化される可能性がある。だがそ
れは、地域社会や社会経済構造、歴史的景
観に影響を及ぼすため、政治的および社会的
な抵抗に直面するであろう4。アーバンデルタ
の場合、国民総生産（GNP）の大部分がこれ
らの地域によってもたらされるため、経済的
な影響は甚大だ。したがって、影響が広範囲
にわたるこうした戦略は、安全性が深刻に脅
かされている場合や保全コストが高過ぎる場
合にのみ推奨される。21世紀の間に、陸地を
水域に戻すことがますます避けられなくなり、
最終的には受け入れられるだろう。政府の戦
略にもよるが、このことは長期的に不動産市
場と投資戦略に影響を与えるだろう。

計画
「陸地を水域に戻す」の次の戦略は、将来の
建設場所を計画して選択するなどの「都市計
画」に対する新たなアプローチだ。オランダ
に興味深い例がある。オランダは国土面積の
60％以上が洪水に見舞われやすく5、洪水は、
アムステルダム、ロッテルダム、ハーグ、ユト
レヒトなどの都市を擁し、オランダ人口の半
分以上が生活し働いているラントスタト地域
全体の懸念事項となっている6。長期的な解
決策は、周辺地域（特にオランダ東部および
南部の高地）での成長を目指す計画を立案す
ることだ。新型コロナウイルスと在宅勤務の
せいで農村部の住宅需要が増大しているが 7、
ラントスタトでは依然として大幅な人口増加
が予想されるため、そうした計画が長期的な
効果をもたらすかどうかが問題である8。オラ
ンダは人口と（政府の）雇用を国内全域に広
げる政策を実行したものの、オランダ国民が
（相対的に標高が低くて人口密度が高い）西
部地域を好む傾向はあまり変化しなかった。

建設
以上の2つの選択の次にあるのが、新しく「気
候変動に強い」建築物と都市部を開発すると
いう第3の選択肢だ。気候変動に適応するた
めのいくつかの対策には、（日光と雨水を吸
収する）「緑」や「青」の屋根・ファサードを
設置するなどの気候適応策を標準化すること、
（窓が小さく壁が厚い構造にして）ガラスの使
用量を削減すること、ファサードに明るい色を
使用することなどがある。より厳格な対策とし
ては、高床式の家やフローティングハウス（水
に浮く家）を建てたり、洪水が発生しやすい地
域ではヒューズボックスと電気スイッチを高層
階に設置したりすることなどがある。対策に
よっては、短期的に建設費が高くなる可能性
があるが、長期的には不動産価値と社会的利
益が増大し、将来の建て替え費用が減少する
だろう。

リノベーション
気候適応型不動産の最大の課題はおそらく、
既存の不動産を適応させることだ。そのため、
物件の所有者が気候に適応する形で不動産
を改修するためのインセンティブが必要とな
る。こうしたインセンティブの例としては、（回
転）基金の設立、政府の補助金や（有利な条
件での）融資の提供、特定の規制などがある。
また、物件の所有者に対し、考えうる気候適
応対策（例えば緑豊かな庭園のつくり方）を
周知することも不可欠だ。オランダでは、人々
は「コスト回収」の概念に精通している。公共
スペース（広場や公園など）のために発生し
たコストは、（再）開発する場合に不動産のデ
ベロッパーから回収可能だ。ほかの欧州諸国
でこれに相当するのが、英国の「Community 
Infrastructure Levy（地域インフラ課税）」
とフランスの「Taxe damenagement（開発
税）」である。この概念は、不動産のデベロッ

パーと所有者に適用されるような形で使用す
ることができる。

最後に一言
言うまでもなく、それぞれの戦略に必要なア
プローチとパートナーシップは異なるし、厄介
な問題が起こりうるという認識も必要だ。こ
の観点からは、不動産所有者だけでなく不動
産ユーザーの利益のためにも、短期的な解決
策と長期的な解決策を常に比較することが依
然として重要である。

著者
Lennert Middelkoop MSc
Partner | Real Estate  
NL
lmiddelkoop@deloitte.nl

Hielke Bos MSc
Manager | Real Estate  
NL
HielkeBos@deloitte.nl

Jouke van Campenhout LLM
Business Analyst | Real Estate  
NL
jovancampenhout@deloitte.nl

問い合わせ先
鈴木 啓太
不動産インダストリー（日本）マネジャー
keitsuzuki@tohmatsu.co.jp

4  例えば2018年、オランダ高等評議会はヘドウィヒポルダー（面積は約2平方マイル）の干拓地を元にもどすことも可能だと結論付けざるを得なかった。 
これは、長年にわたり政治的にも世論でも認められなかった末の決定だった。

5 https://www.pbl.nl/publicaties/overstromingsrisicozonering-in-nederland
6 オランダの人口は1,700万人で、そのうち約900万人がラントスタトに住んでいる。
7 https://pers.funda.nl/192221-coronacrisis-verbreedt-horizon-van-woningzoekers
8 https://www.cbs.nl/nl-nl/nieuws/2011/41/forse-bevolkingsgroei-in-de-randstad-tot-2025
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不動産業界からの重要なメッセージ
欧州全域からの圧倒的なメッセージは、「デ
ジタルイノベーションを受け入れて活用する
意欲がある」というものだ。より具体的には、
以下のメッセージが明らかになった。

 • イノベーションと破壊的テクノロジーの使
用への関心のレベルは非常に高い。

 • 共通の関心事項は、すべての活動にわたっ
て非効率的な部分を特定し、価値を最大化
することである。

 • ますます重要な投資対象領域となりつつあ
るのは、契約・文書のデジタル化、ビッグ
データとデータ分析、およびロボットによる
業務自動化（RPA）と人工知能（AI）である。

 • 上記の傾向はいずれも、新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）が経済活動を一時
的に悪化させ、ほぼすべての参加者をリモー
トワークに追いやる前から明らかだった。

 • 不動産業界のより多くの運営事業者にとっ
て、プロセスのデジタル化を拡大し、管理
情報にリモートでアクセスすることが最重
要課題となっている。

 • 事業の回復力向上への意欲、および管理会
社ができるだけ機動的な方法で運用できる
ようにすることの必要性が、変化へのさらな
る推進力となるはずだ。

以上のような視点は、最近公表されたホワイ
トペーパー「Technology and the Future 
of Real Estate Investment Management
（不動産投資管理のテクノロジーと未来）」1に
よっても裏付けられている。このホワイトペー
パーは、「他の業界と同様、デジタル化は業
界集中につながると予想される」、さらには
「現時点でデータ戦略を確立している不動産
投資会社は全体の25％にすぎない」と指摘
している。

デジタルトランスフォーメーション 
の定義とは？
デジタルトランスフォーメーションを特徴付け
る主な要素は、1）人間にとって高度で摩擦の
ない体験、2）リアルタイムでつながる関係、3）
従業員のエンパワーメント、4）データベース
に基づく意思決定、5）要求へのオンデマンド
での対応、6）テクノロジーを活用した活動と
プロセス、の6つである。最初の3つの要素
が人に関するものであることは驚くに当たら
ない。デジタルトランスフォーメーションはす
べてテクノロジーに関するものだというのは
よくある誤解だ。アプリケーションが人気を博
して成功するかどうかは、アプリケーションが
世界中でどれだけの人に採用され、適合性を
維持するための機動性をどの程度備えている
かで決まる。

組織内のデジタルトランスフォーメーションが
及ぼす影響
COVID-19は、企業には急激な変化の必要
性に対応する適応力があることを証明してき

デジタル化は今後も続く
不動産における 
効果的なデジタルトランス 
フォーメーションを 
達成する方法
不動産業界は現在、進化する市場の状況、変化する規制環境、急成長するテクノロジー環境に適応
しようとしている。そうした動向は、デロイトが最近公表した 2019 European Operations and 
Technology Survey for Real Estate Investment Managers（不動産投資運用会社のための欧
州における運用とテクノロジーに関する 2019年調査）で詳しく説明されている。この調査は、規模
の大小を問わず、欧州の幅広い不動産投資会社および資産管理会社を対象に実施されたにもかかわ
らず、驚くほど一貫性のある傾向を明らかにした。調査に参加した企業からの回答から何を学べるの
だろうか。不動産業界で効果的なデジタルトランスフォーメーションを実現するにはどうすればよいの
だろうか。

1 https://medium.com/pi-labs-notes/integrate-to-innovate-cf50c3b60366
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た。リモートワーク、多種多様な小売モデル、
契約のデジタル化、およびリモート環境での
グローバルなコラボレーションの促進（こうし
た取り組みには、ほぼ一夜のうちに遂行され
たものもある）はいずれも、企業がどのよう
に適応してきたかを示す例だ。企業はこうし
た機動力を持つおかげで、パンデミックがも
たらすと予想されていた事業の混乱のうち、
そのいくつかをなんとか埋め合わせできてい
る。だが、必ずしもすべてのケースまたは業界
でそれができているわけではないことは明ら
かだ。

デジタル化は価値を高めるものでなければな
らず、実際のビジネス上の問題を解決するた
めに調整されなければならない。過去を振り
返ると、企業が約束された機能に夢中になっ
たためにテクノロジーが導入され、やがて現
実に直面した企業が失望的な結末を迎えるこ
とがあった。

デジタル化を達成するための基本要件は、す
べての場合において、強力なリーダーシップ

とスポンサーシップである。新たな働き方は、
必ずしも個人レベルで具体的なメリットを示
すとは限らないため、その導入を組織全体で
推進するのが困難だ。しかも、デジタルトラン
スフォーメーションには、データサイエンティ
ストのスキルなどまったく異なるスキルが必要
になる場合があり、一部の役割が不要となる
可能性がある。デジタルトランスフォーメー
ションが職場のダイナミクスを変える公算は
大きい。

より複雑な洞察を導出するため、構造化され
たデータと、ますます多くの非構造化データの
両方が使用されている。変化の妨げとなって
いるのはデータの質と可用性だと指摘される
ことは多いが、データが不十分であっても、新
たな分析手法と確率論的手法を取り入れるこ
とで洞察を強化できる。

デジタル重視の考え方は 
どのように役立つのか？
デジタルトランスフォーメーションを実行する
には、リーダーシップを調整するだけでなく、

デジタル重視の考え方、すなわち実験を行っ
たり働き方を見直したりすることへの前向き
な姿勢が必要だ。ただし、「デジタルであるこ
と」は見た目ほど急進的なことではない。確
かに、ブロックチェーンや機械学習のように、
概念的に理解するのが難しい要素が存在する。
だが、私たちは日常生活のなかで、携帯電話、
デジタル腕時計、「インテリジェント」家電製
品などを通じてデジタルがどのようなものか
を既に体験している。したがって、デジタル化
の概念を不動産ビジネスに持ち込むことは、
多くの人が考えるほど大きな飛躍ではない。

次世代の組織とは、接続されたプラットフォー
ムの能力を使って価値を認識し、機動的に動
くことができる組織であろう。こうした組織を
持つ企業は「機械のためのスペース」をつくり、
ロボットによる業務自動化（RPA）、機械学習、
人工知能（AI）を導入する。また、次世代の
組織は IoT（モノのインターネット）と予測的・
処方的分析を用いて接続された「クリスタル
ボール」（予測能力）を構築し、ビッグデータ
は次世代の組織がデータをより深く明確に把
握する助けとなる。さらに次世代の組織は
「データの山脈を征服」（デジタル時代におけ
るデータ管理体制を確立）し、強固な中枢機
能を超えて（Platform as a Serviceによる
イノベーションを活用して）迅速に規模を拡
大し、最終的にはクラウドによる統合を通じて
「つながった組織」を構築する。これらのすべ
ての能力を左右するのは、企業内の情報源と
マクロ経済データや社会人口統計データなど
外部の情報源の両面におけるコネクティビ
ティおよびシームレスなデータ統合である。特
に外部の情報源の重要性は高まる一方だ。

データが組織内をシームレスに 
流れるようにする方法
不動産組織のなかでデータが流れることに関
しては、新しいことは何もない。最も単純な
形式でのデータの取り込みは、複数のタブを
持つ一つのスプレッドシートに統合された一
連のスプレッドシートによって行われる。デー
タマート（組織の意志決定を助けるための
データベース）は、スプレッドシートから参照
されるルックアップテーブルとして説明できる
だろう。プレゼンテーションレイヤーは、スプ
レッドシートから切り取られたデータを備える
PowerPointで構成できる。分析エンジンは
スプレッドシートのマクロ機能として提供され、
高度な可視化機能ではデータがTableauま
たはPowerBiに格納されるかもしれない。こ
うした想定に基づけば、Excelがデータ処理
の分野で現在の強固な地盤を維持してきたの
は驚くべきことでなく、今後も不動産分野でそ
の地位を維持する可能性が高い。

エコシステム、新たな 
ビジネスモデルと 
サービスモデル

価値向上

組織と労働力 企業の事業運営

文化と 
リーダーシップ ブランディング

体験と 
エンゲージメント 野心と願望

プラットフォーム、 
データ、洞察

デジタルトランスフォーメーションが社内にもたらす影響は極めて大きい
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データ取り込みエンジン プレゼンテーションレイヤー 高度な可視化

データレイク データマート 分析エンジン

複数のソースから取得した生データを変換し、 
標準形式にフォーマットしてデータレイクに格納する

詳細な財務データと運用データのために 
特別に設計されたデータ集積レイヤー（データレイク）

データの利害関係者がデータにさまざまな方法で 
アクセスするための手段を提供する 

（アクセス手段は各利害関係者グループの 
個別ニーズに合わせて調整することが望ましい）

データマートはデータレイクをサブセット化し、 
視覚化とアクセスのためのデータセットを供給する

可視化することで、さらなる検討、確認および 
可能な行動のための洞察が導出される

データレイクから供給されたデータを使用し、 
カスタマイズされた分析を行う 

（各顧客の考え方に応じて調整可能）

外部の当事者が 
データを提供する

データを収集して 
固定化する

データを移動させ、 
集積する

データを結合し、 
洗浄する

データを 
積極的に統制し、
集積する

集積したデータ 
へのアクセスを 
提供する

外部のデータ 
セットにより 
補強する

結合された 
データセットを 
分析する

結果を 
分析する

資産管理会社への早期警告・リスク

変化したのは、不動産業界が上記のような
データ処理の段階ごとに利用できるツールの
洗練性と機能性が従来のあらゆる認識を超え
るほど高まっていることだ。加えて、そうした
ツールの価格、特にクラウド上で提供される
ツールの価格が低下し、さらには強化された
テクノロジー導入アプローチを使ってツール
を迅速に展開できるようになったため、デジタ
ルソリューションを活用する新たな可能性が
開かれている。

デジタルテクノロジーが進化し、ブロック
チェーンが明らかなゲームチェンジャーとなる
なか、長くて複雑なプログラムの実装は過去
のものになるはずだ。データの取り込みを容
易にするため、複雑なデータ転送エンジンと
一緒に機械学習およびロボットによる業務自
動化を採用すると、構造化データと非構造化
データとの照合作業は大幅に効率化される。
データ保管のテクノロジーは根本的に変化し
ており、分析エンジンは今ではAIレイヤーを
使用可能だ。可視化ツールおよび高度なシ
ミュレーションをサポートするデジタルツイン
を使用することにより、費用がかさむ割に最
適ではない可能性のある物理的モデルを開
発せずにデジタル環境でオプション機能をテ
ストできるようになると予想される。

デジタルトランスフォーメーションを 
効果的に達成する方法
不動産業界は、市場が変化するサイクルが以
前よりはるかに短くなっていることを理解し始
めている。デジタル化の計画は、従来の10～
20年ではなく、2～5年のスパンで実行され
るようになるだろう。役割が変わる可能性が

高く、現在の組織が行っている業務的な側面
は自動化またはコモディティ化される可能性
がある。

デジタル化は、以下の図に示された手順を踏
むことにより、管理された形で受け入れられ
るはずだ。これは、デジタルトランスフォーメー

大きな変化への
意欲を創出する

堅牢なデジタル 
エコシステムを 
構築する

部門の垣根を 
超えた協力関係
を改善する

何でも質問する
リーダーシップを
調整する

労働力を 
変革する

複雑さを 
理解する

デジタルトランス
フォーメーション 
の実行組織を 
つくる

現実的な目標を
設定する

イノベーションを
受け入れる
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ションがもたらす好機を活用しながら、文化
や目的など不動産組織の重要な側面を維持
するのに役立つはずだ。

デジタル化は今後も続く
デジタル化は今後も続く。不動産投資運用会
社、ファンドマネジャー、資産管理会社、不動
産管理事業者は、デジタル化を受け入れなけ
れば、市場で取り残されるリスクを冒すこと
になるだろう。デジタル化は複雑なトピックだ
が、純粋なテクノロジーよりもむしろ人々の変
化に対する意欲と能力に大きく依存する。

実験に積極的であり、テストと失敗を経てそ
れまでとはやや異なることをもう一度実行す
る準備ができている組織は、慎重かつリスク
回避志向で保守的な見通しを持つ組織に比
べ、新しいサービスを活用する可能性がはる
かに高い。デジタルソリューションは、不動産
専門家の働き方を根本的に変える好機をもた
らしている。つまり、不動産業界は最もエキサ
イティングな時代を迎えようとしている。
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都市計画、資産管理、投資意思決定を行うに
は、現在および将来の需給動向とその根底に
あるマクロ経済的要因を完全に理解すること
が必要だ。人工知能（AI）を不動産およびファ
イナンシャルプランニングの専門知識と統合
することにより、将来の意思決定を改善する
ために履歴データを分析する新たな手法を実
現できる。

4段階のアプローチ
大規模なプロジェクトを成功させるにはAIと
専門知識の統合が不可欠であり、組織、ポー
トフォリオ、および資産のライフサイクルの各
レベルで取り組む必要がある。デロイトの
Intuitionアクセラレーターが使用しているよ
うな予測アルゴリズムとシナリオ分析は、不
動産計画に必要なAIと専門知識の統合を検
討して設定する際の重要なツールとしての役
割を果たすことができる。

不動産における 
戦略的意思決定を 
サポートする方法
人工知能と不動産専門知識を 
組み合わせて予測を可能にする
堅牢な不動産市場データの可用性は地域によって異なる。ユーザーは、異なるデータセットを構造化
かつ標準化された方法で予測アルゴリズムに組み込むことにより、例えば大規模な不動産ポートフォリ
オの資産台帳のような複雑な環境のなかで、さまざまなデータレイヤーが相互にどのように作用する
のかを可視化できる。できるだけ多くの社内外およびマクロ経済データでデータレイヤーを強化する主
目的は、予測プロセスにより多くの情報を提供して、将来動向による影響を理解するのに役立てるこ
とだ。これにより意思決定者は最終的に、必要に応じて、簡単に会得できるモバイル形式で利用可能
なカスタマイズされたインタラクティブな分析を行えるようになる。

出所：Deloitte Analytics
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第1段階：データの発見
有意義な予測モデルには信頼できる質の高
いデータが不可欠だ。まず、予測プロセスを
サポートするような形でデータが洗浄、補強、
構造化されていることを確認する必要がある。
また、データは洞察と関連性を強化するもの
であるべきだ。例えば、住宅価格の変化を調
査するため、GDPや為替変動などのマクロ
経済変数を使用して価格動向、年間の追加
供給量、投資利回りに関する過去のデータを
補強できる。これにより、洞察と予測に新た
な側面が加えられる。この段階では、地域の
不動産に関する専門知識が重要な役割を果
たす。

第2段階：技術インフラ
予測アルゴリズムをサポートするには、それを
支える技術インフラが必要だ。技術インフラを
整備するには、予測ツールが目的と合致した
ものとなるよう、必要な技術インフラとコスト
および法令遵守要件に関する現状を把握する
ことが求められる。クラウドテクノロジーを活

用すると、インフラ整備のスピードと全体的な
正確性を大きく高め、予測ソリューションの全
体的なコストを削減できる。

第3段階：予測アルゴリズムとシナリオ分析
Intuitionなどの時系列アクセラレーターを
使用すると、データセット内のユニークで複雑
な傾向を識別するプロセスを自動化できる。
データはさまざまなアルゴリズムに投入され、
最も予測精度の高いアルゴリズムとペアリン
グされる。さらに、ユーザーはアクセラレー
ターを使用することにより、予測結果を左右
する主要な指標を変更した場合に生じる影響
を調べることが可能だ。

予測ツールに高度なパターン認識と機械学習
を組み込むことで、不動産戦略を補強できる。
こうした予測ツールは、これまで認識されて
いなかったデータパターンを浮き彫りにし、そ
うしたパターンから継続的に学習するのに役
立つ。

データ処理
時間に特化した分析のために、
データを確実に処理・検証する

特徴処理
時間に特化した特徴を
抽出して予測ソリューションを
強化する

モデル分析
異なる期間に対する
バックテスティングをモデル
ごとに行い、モデルの安定性と
堅牢性を確認する

統計分析
データにおける主要な
トレンドと季節性を理解する

モデルのトレーニング
自動化されたトレーニングを
実行し、時系列に特化した
モデル同士を比較する

結果
最もパフォーマンスの優れた
モデルによる予測結果を
抽出し、要約する

出所：Deloitte Analytics
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出所：Deloitte Analytics;Deloitte Middle East

第4段階：結果を最大限利用して 
戦略に影響を与える
従来、AIを応用したツールは総じて消費財や
製造業の販売予測に適用されてきたが、AIに
は不動産セクターにおける数多くの用途にも
適用できる可能性がある。例えば、不動産開
発のライフサイクルに関与する主要な利害関
係者のための特注ソリューションとして構築
される完全にカスタマイズ可能なコンサンプ
ションレイヤー（データのユーザーとソースの
間に位置するデータ処理ツール）がある。こ
れによりユーザーは予測結果を利用できるよ
うになり、このレイヤーを記述的分析と組み
合わせて使用すると、不動産の将来の状況に
関する詳細な予測をユーザーに提供すること
ができる。

戦略的意思決定をサポートする
機械学習を応用した予測ツールを不動産セク
ターのためにカスタマイズしていくと、システ
ム全体がよりスマートになり、時間の経過とと
もに進化する。このようにして、主要な経済部
門別の雇用者数などの社会経済的要因を不
動産資産に対する長期的需要と関連付け、そ
れが不動産価格など将来の業績にどのよう
な影響を及ぼすかを評価できるようになる。
こうした予測ツールは、計画された資産のア
ブソープションを予測することができ、それぞ
れの資産に適したフェージング（プロセス移
行）戦略の策定にも役立つ。最後に、予測ツー
ルを事業計画や財務上のフィージビリティモ
デルのなかにさらに統合することで、市場を
ベースにした不動産開発を推し進めることが
できる。こうした予測ツールは、将来の意思
決定をより一層サポートするものとなるだろう。
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